
巍窓構い舎ねせ 橇 使 い 方 益すイ トマッブ

3 . N P0や地域 ･企業などと連携 ･協働した環境実践

の展開

3 . 1 環境教育 ･学習の推進
! 環境教育推進事業

1 事業の 目 的

( 1 ) こどもエコクラブ活動支援事業

次世代を担う子どもたちが環境保全への高い意識を醸成し 、 環境活動への主体

的な取組みを定着させることを 目 的とした環境学習のツールである ｢こどもエコクラブ

活動｣を支援する 。

( 2 ) 環境立県協働促進事業

[環境立県協働促進事業から環境教育推進事業への細替〕

県民との協働による環境先進県の実現を 目 指し、 地域住民団体等が実施する

環境活動等に対して経費の一部を助成する 。

※本事業のうち 、 環境立県普及啓発事業 (ソフ ト事業) について 、 平成22年度に

採択した団体からの 申請を対象とする 。

2 事業の内容

( 1 ) こどもエコクラブ活動への支援

補助事業 補助事業の内容 補助対象経費

こどもエコクラブ活

動支援補助金

･ こどもエコクラブの活動経費に対す

る市町村の補助事業に助成

･ 限度額 : メンバー及びサポーター

の人数に700円を乗じた額

･補助率 ヨ ノ2

講師謝金及び旅

費、 図書購入費、

資材及び消耗品

費 、 使用料、

賃借料、 入館料、 通

信運搬費、

保険料 等 (食糧費

は対象外)

( 2 ) こどもエコクラブの結成支援

県のホームページを通じて活動内容を紹介するなど 、 こどもエコクラブの広報、 PRを充実させ、

登録の推進を図る 。

( 3 ) こどもエコクラブ活動交流会の実施

こどもエコクラブの交流会を開催し 、 事例発表や情報交換を通じて活動の活性化を図る 。

(4 ) 環境立県協働促進事業 (環境立県普及啓発促進事業) ※平成22年度に採択した団体からの

申請を対象とする 。

地域住民団体等が一般県民を対象に実施する環境に関するイベント 、 講演会等の経費につい

て助成する 。

･ 対象 : 市町村 (間接補助) 、 地域住民団体等

･補助率 1 /2
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･ 限度額 300千円

･ 予算額 : 640千円

3 事業の現状及び課題

( 1 ) こどもエコクラブ活動支援事業

･ 平成 1 8年度の補助制度創設以来 、 県内のクラブ登録数は順調に増加 (平成22

年度実績 : 1 2市町、 7 5クラブ)

･ こどもエコクラブ活動の広がり は見られるものの 、 市町村の中には未設置のところもあ

り 、 未だ活動に対する市町村間の温度差があるのが現状 。 ‐

･ 今後とも市町村に 、 こどもエコクラブの活動に対する普及啓発、 連携体制の強化を

働きかける必要がある 。

( 2 ) 環境立県協働促進事業

･ 本補助金制度の制定 (平成 1 6年度 ) から7年が経過し 、 地域住民団体の継続

的な環境活動は地域に根ざしてきていることから 、 本制度については廃止する 。

･ 民間団体等の環境活動への支援は ｢鳥取力創造運動支援補助金｣で対応する

ものとする 。

砂田川の清掃 こどもエコクラブ交流会

議姿孃讓榊廳騨藁壤 叢榊廉
癒疑総醗酵総鶏糞藁) 灘嚢 釀蓑

騨き
弘逃避釀騒繧滋國蜜

裡へ 、 圓羨 “ .鞭 湖 .孃刈鰡纖團朧讓襲
' 圓藁嬢嶬鰊終“㈱ “…

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7205

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイトよ り

｢環境教育情報｣

h忙中://www.p ref,tottorug｣p/dd .aspx?me nu i d= 1 7 857

箋 ちびっ子エコスタート推進事業

1 事業の 目 的

保育園児 ･幼稚園児への環境学習の推進、 さらには保育士 ･幼稚園教諭や保護

者等の環境意識の向上及び実践活動の促進を図るため 、 モデル保育園等を活用し

た環境学習プログラムの作成やとっ とり環境教育 ･学習アドバイザー等による保育士

等向けの環境出前研修を実施する 。

2 事業の内容

( 1 ) 幼児向け環境学習プログラムの作成 ･普及促進

0プログラム作成委員会の設置 ･プログラムの検討

･構成メンバー (予定 ) . とっと り環境教育 ･学習アドバイザー、 とっと り環境ネットワーク

環境教育推進グループ 、 大学教授 等
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･ 検討内容 : プログラムの作成、 モデル園の選定、 プログラムの実践 ･ 検証、 改良

0環境学習プログラムの普及促進

･ プログラムの普及 : プログラムに映像資料を取り入れ、 県のホームページ上に掲載

し 、 県内保育園等に提供

･ 保育園等への環境出前研修 : とっとり環境教育 ･ 学習アドバイザーによるプログラム

を活用 した環境出前教室の実施

( 2 ) 保育士養成施設等の学生を対象とした研修

保育士志望の学生に対して県の環境教育施策及び環境学習の実践内容等を

紹介

(3 ) その他

ハートフルフェスティバル (仮称) での環境体験学習コーナーの設置

3 事業の現状及び課題

･ 幼児期に 自然に親しんだ蓄積があるかないかで環境に対する意識が大きく変わる

と言われており 、 感受性豊かな幼児期は 、 環境についてより深く理解していく上で重

要な時期だが、 小学校等のように 、 総合的な学習の時間などを利用した学習時間

がなく取組みが十分ではなかった 。

･ これまで環境学習への関心はあるが、 ｢教材 ･ プログラム｣や ｢人材 ･ 時間 ｣ が不足

し 、 取組が進まなかった保育園等へ環境学習の機会を提供する 。

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7205

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイトよ り

｢環境教育情報｣

州忙中 ://www.pref亢o性ori . lg｣ p/dd .a sp×?menu i d二 1 7 85 7

鬚 とっと り 県民カレッジ事業

1 事業の 目 的

県民を生涯学習へいざなうため 、 そのきっかけづく り として 、 総合的 ･ 体系的な学習機

会や場の確保を行う 。

2 事業の内容

主催講座｢未来をひらく鳥取学｣ において 、 ｢ 自 然 ･環境｣ の科 目 を設定。

3 事業の現状及び課題

講師により 、 参加者数の増減があるため 、 主催講座全体のバランスを考えながら

講師選定を行うことが必要。
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●担当 ･ 鳥取県教育委員会事務局 家庭 ･地域教育課 生涯学習振興係 電話0857‐26‐7944

参考URL

鳥取県教育委員会事務局家庭 ･地域教育課のwebサイトよ り

｢ とっとり 県民カレッジ｣

h仕璽 ://www.陰ref.tottori . I g山p/dd .aspx?menu id=47 333

菱 船上山少年 自然の家 ･ 大山青年の家

1 事業の 目 的

青少年を船上山や大山の 自然に親しませ 、 自然の中での集団宿泊訓練等を通じて

健全な育成を図る 。

2 事業の内容

キャンプ、 ハイキング 、 カヌー、 スキー、 星座観察など、 施設が行う主催事業

3 事業の現状及び課題

利用者数の7~ 8割が児童 ･ 生徒であ り 、 少子化により児童 ･ 生徒数が年々減少す

る中 、 今後、 全体利用者数を増やすため 、 年齢層を拡げたプログラムを検討する必要

がある 。

東郷池の水質保全を図るため 、 従来から下水道、 農業集落排水施設の整備などの種々の対策

を講じ 、 東郷池への汚濁負荷削減を図ってきた 。

平成 1 8年度に 、 湖内直接浄化対策や農地からの流入汚濁抑制対策等の各種水質保全施策を

とりまとめた ｢東郷池水質管理計画｣を策定し、 湯梨浜町、 事業者及び住民等の理解と協力を得

て 、 各種水質保全施策を総合的かつ計画的に推進している 。

しかしながら 、 水質環境基準の達成には至っておらず、 水質管理計画に基づき 、 引き続き各種

水質保全施策を推進する必要がある 。

く歩くスキーの集い) (親子エンジョイカヌー)

●担当 鳥取県教育委員会事務局 家庭 ･ 地域教育課 電話0857‐26‐75 1 9
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f船上山少年目鸚のまJ平威鷁I寒鹿鑓笹事業-髯

享黎名 期 日 茜 家 舞楽 撥 要

船上山さくら

祭り

4.蕁 2疼協議燈 } ー毀 縛り諺名

纈

畿上申の写本樅に美嚢,まれで家族や友遼と葵しい

1 曲奪還こしまu蝉 !

ファミリーハイ

キング

顎舞 簑"轡[目} 接し中学生

の家族

鯛

霧,麿

競織赫盪主題を･. 跡獲物廳どの鵞掻解説を聞き

ながら寂簇で韓憲び鴇リM和げ !

ロッククライミ

ンダ 霊ツリーイ

ンヴ教室

5瀉 2篠邱【主に)彬楚馨曲

(淺}

事掌豊年~

中学生 餐路

溌上山奪國蜜寮にテル潟ヅ ! 賞薄解方で30mの

岩壁を費分鐇廳と足だl悸･繁り毬兵よ為

をつ壱やい燦

機隊

室裏 25曲網野鮮戈憊壼

【趨き

小学葎 年簿

…"等裳

"6名 飜曲をか蜂鱒ぐ秘釣り"するちっちゃい富強にチヤレン
学← !

半似パテドベ

ンチヤー事前

鱗修

テ趨勢節煙&》~舵く白 } 菴糎藤一テドペン

執事館ギラキ

テ#T

郷捌矮 中等蟹ズア糯ベニ テ 対 堕ね摯いこ亭毒内灘述敵喜

し鞠もい葬稼帥した蘂概者熱応ゆスキルアップを職
乱

齢上申の愛を

葉しむ

ア買盤曲超醸~鮒苺

虻淺)

小鍔滋年宝

~中学鑿

翁蘂 攪上越醗霊を射す荒赤輻満畿き儒現。 ダム湖の

諺地斂だを遼鍔て疑凖離の歩麗者髓の交流も謀ま
け幸ず“

キツズアドベ

ンチヤー

毬竇 淀曰 く,淺 学“ 叢楚頚

{調節室}

小事“

年無

淺ほ蘂 務鞠式沁鸚癈キヤンブ擬いう蕪園曲橇を逐もて 篇

蕊協箒鷲撫撻･蹠鯛轢篝を養う。

ファミリーキヤ
ンツ

a瀉3 団く主事\4環=鴎 小･ 中学生

その毅溌

凶醸麹廉瀬 ダム縦構鮨･答川嬢後などの競手選択蒲範、 野

外炊嚥擬鰈の務軸毬纖子き体鞠。 臘字毫縊上山を
漆鱗 !ゞ '

ロッククラずミ

ンダ･ツリーイ

ンダ教室

"貝繁劇篤学逡}▼蕊日

(鰈}

學掌5等~
中学生. 臨名

総上山嬢霧熾蓉にチヤレン繋 ぎ 自分の地で8Qmの

蟻娑を自分の蹴と罵,螂托築け趨流布為

皺蘇り生套生

著船上山

fo月 1 5日む土}~馨日

(日}

-殺 襲撃○宅

鞠

燈上山少年目鸚の家の辯謝搬 ! ビザ ' ′ゞ-ムクー喀

ごず溝彰僚嵯辺褻榊体鞠. 薄井. 衞ぎ-ムキナ-など
大人かを子どもまで楽しめ痰ず琳

ツテミリ…ハイ

キング

鱒自知鰍観} 小･中学生

鑄蜜盤

靴者
幾應

紅箋の灘上朧を鑓襁

がら摯学事鞘を懸り舂恭

物聡どの目撚解畿を聞甕ね
･観導蔓

船上山の秋を
黎しむ

1 1 月 5目{±"~6旧

く目 )

小学蜷年生

~中辛叢

飼略 趨上山の稜醇壼撚をヂ罐ナミテかに感じる港馳を満
喫。野外歌縦寮どの憲幼を難じて新しい友達をつく
るチ戟ジス !

もつを輪いま梁

横隊

報月 博曰く書}~知日

{日}

小学嚢 鰐生

~3毎蘂

3銘 家簾抑元を離れてドキドキしながら. 秋の野山をか
け諺ぐり野辺#粥ずる諺泊りで、 ちっちゃい霊験にチル
ンソ !

[輔瀞リーク
リスマス粉船

上山

俊月 轡眩d鬘~ !a日

(日 )

叢 ･輯名

鞭

冬の船上麩雑霧富･鷲や美しさを戰で感じ、 クリスマ

スに関達し"を稀々な溝薊を行い、 審瓣者との交流

を霧誇る。

ン 1 月 2l 日:{±)~22戟 小学忌年鰹 製世界の中毒撥 無遼をUながら薄摯歩くれ各三

歩-キヤンブ (白 } "中学篝 25名 スメJね★でめ搬よ山釜山等.霜山瀧鬘の.アルトス ー

鬘農鞍鈴･挙がり益漉く怠るこ艦割ら.ぬ丸、瘢し 奪

脇上山守優ン

テーコ縦ステイ

バル ･

れ自壤篇七宝》*Sa刻印; !料亭学焦

を鞏撥及嶽

鰄簸

K窓名

報魔

嬢憧礬ぬ中餐盤淺鬘。洲遊びや偉く丸著鴎スノ-う

1‐きイキかが箋幇、好きな蘂曲を自由に理を襟掛の船
上山を瀉嘆 ぜ

船上山姦つた

鼾メニ溝一漿

り

2月薄日(日) *殼 $套名

燧鷹
蘂冬の船上山で、 心も儀も盗ま蘂メニュー侮りを
適して. 蕨藤とのふれあいや勢顔者と･の簗添を環
ぬる8

もつも栓い探

横総

3月 釜心曰く土}~細 目

くB }

事墾" 年生

~3等鰐

38名 家族の元を離れてドキドキしながら春の野臨をか

経めで乳獲物ずる蘂慮りで“ ちっちゃい爾嫁にチャレ
ンジ‘ !

緑暮栫船上

山を染む際

3月 1了糯(土)~地轢

く曲 }

凌l鮒 中学生

と家蟻波び
-攪

80名

穢糜

玲奉度毎船上山主撻事黎に披露でもねた･方後を

中心に. 男春節鰹上山妻膊撃つ護り･察し護憲でも偽う

とともに満鰓蟄母港競を広く鰹ってもらうり

参考URL

鳥取県立船上山少年 自然の家のwebサイ トよ り

｢鳥取県立船上山少年 自 然の家｣

ht重 //www.pref.to性o ri . l glロメdd .asp×?me nu i dニ37 749
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｢大山鬘年黛接｣乎威2霊宅盧離雌事業岬斑
連絡先±聽立大山費年の,家 (竈護国搬溥斬6汁節“脚

挙嚢名 期 日 対象“定員 肉葺" 目鞄

蓉溌親子フ土ステイ〆鬘ふ 5月 1 白 く 白 )

曲帰り、

どなたで謎

定員なし

様々な怖縛皺誠三ナニ籍凝子

鷲蕊しめをゲーム群たKさん

をります。 体曲辞ひとさ壗褻を青

年の隷襟藁しみましJだ為

大,麩式ファミリー尋陸山 5月 8 白 く豊 )

曲帰り

小学響年生度上の家

族50人

家族で蹴甕し台って丈山山顔

を目籍し古ずり 続報の大山で

橇を絃発見がありますよ。

皺子エア奪癸Mカヌー 拭お翹 2 乍 白 く土)

奪燧月 盆盆白 く鋤
範囲 とも白爛廟

小学;曲以上の

鰭

廊藝60人ずつ

輯観窃蒜鵠の地で、繊子で斑

寳--を葉しみ.まずe

はこめて導富臨

{中学年き

臨月 川 馨 ‘登り

~ 惟 ヱ 藝 に 臼 )

t 法度田

中学8"4年生

S6み

小学縦中学年を翹黎はした

キャンプ“

縦子ふれあいキャンプ ァ月 豊 白 (生)

~ 3 琶 く 団)

惟 泊2日

小学生鼠上の

醸子乍 OQ人

テント"設営、 野外嬢尊. キャン

プファイヤー、 力袈ー等 、 親子

で礼、きいき肺嬢議鶴 !

生涯学霰寮蕊竈鸚 ァ月 馨絲 て鐘)

麟帰り

生溌学著聞鰹者

轡年, …融

虻虻)入

生涯学習寮曲噴の驚甕を聞

き、 今機の生盪獲教,宮ぬ寒淺

に鐙立て晝しよう◆

大山わくわく搬喩隊 臨月 1淺 (礬 )

“ 鎚懐 く籔コ

年泊S嗣

小学窓年鐵

“中学生
86人

賞撚のすばらしさ蟹悴皺ず益

と共に、 生奢る方誉鸚鵡、議す.

4翻 淺ば大山山旗小,農に癖

消し、 膝の出奮罠ます"

は藍めての冒険

(低学年)

節.(艷謙
勢(教)

醗 8月27 覇 (土)
~ZB翻 て 跿)

節1 0月 29 日 (土 )
~30 日 【 日 }

両 国 とも潴会報

①@とも
小学t ~2年生

各86入ずつ

小学牧低学年を対象にした
初心者向け母キャンプ窄

秋祭り 蓄 0月 B 日 (土)

~ 9 日 (日 )

を滋盆白

と繭醜さでも

目帰り参加定員なし

猛雜参加蕁割50人

警年の家を県舜母方に開放

しますや

総々なゲーム様体裁響÷ナ

ニを藁しみでくだ翻し、 初日の

疼はキャンプファイヤー甦盛
ば上がるよ 鬘

目懇輝醗窪副指導者萎

或講座

1 1 月26 日 (土} “

ヱア 曰 く 目 } 鱒粕芝目

学没教職員、 杜会数

吉据導者、 教職をめざ

ず学生、 その他瀦心

自然体麒･野外偉籔ぬ実体

叢酷達して、 耗翹の 目 的輩ね

らい ･栽果について学事、 輻

秘凝る人 導方農ぬ饗粉と繕導力向上

を隣る“

観手工ンぐ薩馨スキー ゆ" 買気磨 く土)
鱗簗 費 黄 5磨 く 局 }
萬翻とも糯鑄拶

チI増割 秘冬写生の歳牛

寓目 1 OG人ずつ

奮年笹職権蟄ゲレンデでスキ

ーの塗橇を掌鬘、 親子で楽し

み携ず。 海心桾大歓迎楚せ窯

轆〈スキーのつど学 2月4偏 {±}
~5日 ( 耗 }

l 泊裟曰

中学生服上
劫入

ク醐スカントリースキーの姦
隣を学び、 冬の大山をツーリ
ンダして寮しみます& 野二言

ルトレッキングも蕪しい姦ゐ

参考URL

大山青年の家のwebサイトより

｢大山青年の家｣

htbp ://=MM.p ref.tottor i . l g｣ p/dd .aspx?menu i d=4308

叢 衛生環境研究所環境学習 活動支援事業

1 事業の 目 的

持続可能な社会の構築に向けて 、 環境教育 ･ 学習の必要性は益々高まってお り 、 環境学習の拠

点として 、 引き続き環境に関する情報や体験の機会を積極的に提供する 。
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2 事業内容

( 1 ) 小 ･ 中学校等の総合学習等の支援

教育現場のニーズに応じ 、 施設見学や出前によ り環境学習を支援する 。

( 2 ) 住民参加型環境マップ調査

東郷池及び周辺河川 の水質について 、 県民の参加を募って調査を行い 、 マップ

化する 。

( 3 ) 施設公開イベントの開催

県民向けに研究所の PRと調査研究実績等の紹介を行う 。

( 4 ) 環境学習用資機材の整備 ･ 貸出 し

環境測定キット 、 環境図書等の整備 ･ 貸出 しを行う 。

3 事業の現状及び課題

研究所の施設や技術的ノウハウを活用しながら 、 小 ･ 中学校等の環境学習や環

境活動団体の活動支援を行っている 。

●担当 : 生活環境部 衛生環境研究所 企画調整室 電話0858‐35‐54日

参者URL

鳥取県衛生環境研究所のwebサイ トよ り

｢環境学習 ｣

h性p ://www.p re事to性orug｣p/dd.asp×?menu id= T 44 1 73

｢施設見学 ･ 環境学習申込｣

対比里://www.p re宅to性orug｣ p/dd .aspx?menu id= 1 44 1 70

数･ ･ 中学機こおける環境教育の取組

1 事業の 目 的

学校の教育活動全体を通して環境や環境問題に関心を持ち 、 人間 と環境とのか

かわり について理解を深め 、 環境を大切にする心を育てるとともに 、 環境保全やより よ

い環境の創造のために主体的に行動する実践的な態度や資質、 能力を育成する 。

2 事業の内容

( 1 ) 各教科等における取組

･総合的な学習の時間で、 ｢環境｣をテーマにした探究活動に積極的に取り組み、

地域に根ざした体験活動を重視した実践を展開する 。

･各教科 、 道徳 、 総合的な学習の時間 、 特別活動など環境教育に関わる学習

内容において 、 児童生徒の発達段階や教科等の特性に配慮しながら課題解決

的な学習を展開する 。

･ 各学校で環境教育全体計画を作成し 、 学校体制で環境教育 ･ 環境学習を

推進する 。

( 2 ) 児童会活動 ･ 生徒会活動、 学級活動等における児童 ･ 生徒の 自主的な環境

に配慮した活動

･ 鳥取県版環境管理システム (TEASIII種 ) 認証を取得し 、 各学校で計画した

環境に配慮した活動を実施する 。

･ 児童会や生徒会の呼びかけで学校全体で特色のある活動に取り組んだり 、 児

童 、 生徒が学級活動として 自主的に環境に配慮した活動に取り組んだりする 。

3 事業の現状及び課題
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【環境教育全体計画の作成状況】 (平成22年度末現在 )

小学校 : 8 4校 (60 . 4% ) 中学校24校 (40 . 0% )

【TEASIII種の取得状況】 (平成2 1 年度末現在)

小学校 2 1 校 ( 1 5 . . 1 % ) 中学校 : 1 1 校 ( 1 8 . 3% )

●担当 : 鳥取県教育委員会事務局 小中学校課 指導係 電話0857‐26‐79 1 5

参考URL

鳥取県教育委員会小中学校課webサイトよ り

hdt-;P ://WWW.Pref土ottori JP/kyou iku/s\oucyu/sho一Ghu .htm

l 環境教育の推進

1 事業の 目 的

( 1 ) 県立高等学校のTEASII種全校取得を 目 指す。

( 2 ) 各学校が企画した環境教育推進活動を支援する 。

2 事業の内容

( 1 ) 鳥取県版環境管理システム (TEAS ) の取得促進

県立高等学校のTEASII種全校取得に向けて 、 毎年2校の新規認定を 目 指す 。

( 2 ) 環境教育推進活動への支援

県立高等学校裁量予算学校独 自事業における環境教育に係る事業を促進す

る 。

3 事業の現状及び課題

未申請の2校に対して 、 取得準備に向けた取組みを促し、 早期の 申請を 目 指す。

取得済み枝においては 、 学校担当者の資料作成及び定期 、 更新審査の負担感

が大きい 。 今後継続してしくためには、 手続きの簡素化について検討が必要である 。

●担当 : 鳥取県教育委員会事務局 高等学校課 指導係 電請0857‐26-79 1 6

参考URL

鳥取県教育委員会事務局高等学校課のwebサイ トよ り

高等学校課 県立高等学校における環境教育の取組

h忙p ://www.pref.to性ori . lg｣P/dd .asp×?menu i d=95557

蓑 米国バーモン ト州への青少年派遣

1 事業の 目 的

教育、 環境、 文化といった分野を基に現地の青少年等と交流を行うことで、 未来

を背負う青少年の国際感覚を議し、 、 視野を広げるとともに 、 豊かな人間性の形成を 目

指す。 同時にバーモント州 との更なる交流の促進を図る 。

2 事業の内容

バーモン ト州 内の民間環境交流団体GATPと連携の上 、 県内の高校生等を2週間

程度派遣し、 ホームステイをしながら 、 現地の高校生と共にフィールドスタディを中心に

環境学習や学校交流を展開する 。
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なお 、 平成2 1 ~ 22年度はモデル事業として県が実施したが 、 平成23年度から (公

財) 鳥取県国際交流財団への県補助事業に移管。

派遣時期等 (予定) : 平成24年3月 派遣人数 生徒1 5名程度

3 生徒の募集方法

県HPや教育委員会を通じて募集 (予定 )

●担当 : 文化観光局 交流推進課 交流支援担当 電話0857‐26‐7079

参考URL

文化観光局 ｢国際交流｣ のwebサイトよ り

h1忙中 ://www.pref,toはori . l g｣P/dd .aspx?menu i d=6 1 40

} 蓑 氷ノ山 自 然ぷ、れあい館響きの森 }
. ･ . .

1 事業の 目 的

氷ノ山 自然ふれあい館において 、 国定公園氷ノ山の豊かな 自然を紹介し、 その魅力

を体験できる場を提供するとともに 、 自然を大切にする心をはぐくんでいく 。

2 事業の内容

県内の児童等を対象として、 自然観察会、 創作体験、 スキー等野外活動などを通

じて 、 氷ノ山の魅力を発信する 。

各種の参加型催事を開催し、 幅広い世代を対象として響きの森への集客につなげ

る 。

0平成23年度イベント内容 【詳しくはホームページ等で確認】

響きの森ホームページ http ://www.h i b i k i nomon.grJp/

く イベン ト情報〉 h怯p://vw彬.h i b i k inomori . grJp/i bennt頃ouhou .htm l

●担当 : 生活環境部 公園自然課 自然公園担当 電話0857‐26‐7200

参考URL

鳥取県公園自然課のwebサイトよ り

http ://www.pref,to性orLI g｣P/dd .aspx?me nu id=453 1 2

懇 とっ と り環境ネッ トワーク支援事業

1 事業の 目 的

｢とっとり環境ネットワーク｣が実施する環境活動等を支援し 、 県民と協働して環境

先進県を推進する 。

2 事業の内容

( 1 ) とっとり環境教育 ･ 学習アドバイザー制度の運営を委託

(2 ) 環境月 間イベント広報の委託

環境月 間 ( 6 月 ) を中心に県内随所で実施される環境イベントなどの情報を広く県

民に周知を図るチラシの作成、 配布

(3 ) とっとり環境ネットワークが｢環境先進県｣を 目 指して実施する次の普及啓発事業

などに対して補助金を交付。
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0ネットワーク運営事業 (補助率1 0/ 1 0 )

全体会 ( 1 回/年) 、 世話役会 ( 6回程度/年) の会議会場の借上 、 ネットワーク

の役員 (コーディネーター) の世話役会出席旅費、 ネットワーク事務局の維持管理経

費及び事務局職員の人件費等

○とっと り環境デニ等普及啓発事業 (補助率4/5 )

とっとり環境デーなど環境先進県を推進する各種事業を支援

･ とっと り環境デーinゆ 朝まま ｢愛らぷ東郷池｣ の実施

･環境学習出前教室の実施

･アイドリングストップの普及啓発

･ 大人出前教室 (エコ ･ カフェの実施)

･ 環境活動先進地視察

3 事業の現状及び課題

地球温暖化防止活動など環境にやさしい行動を行う様々な団体や企業、 個人が

集まり 、 各種の情報交換や環境活動への参加呼びかけなど行う “とっとり環境ネット

ワーク"が平成1 7年6月 に設立された 。

環境月 間である6月 を中心に、 独 自 に設定する ｢とっとり環境デー｣事業を実施し

て 、 環境立県に向けた活動の輪を一層広げていく取組を行っている 。

【平成22年度とっと り環境デー｢ とっとり地球生物サミット i nよなご｣ 】

と っ と げ環境搭ツ トワークヘ鍵イ メ一撃園

　 　　　　　 　 　　　 　
掻法劫内容[豹,劇で常十

炙選‐灘凄艶霰強襲な醜,

●担当 生活環境部環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7205

参考URL



鳥取県環境立県推進課のwebサイトよ り

｢ とっとり環境ネッ トワーク ｣

httqp ://vvwJハ私登ref.totton山田里/dd .asP×? nne nu i d二383 1 9

豊艶次のページ

クトセシ蟻弱孕そ
の問題を報告
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崗窓縫い捻ゎせ 縦 便 い お 轟サイ ト綻がプ

3 . N P0や地域 ･企業などと連携 ･協働した環境実践

の展開

3 . 1 環境教育 ･学習の推進

鯵 鳥取県地球温暖化防止活動推進センターの指定

1 事業の 目 的

地球温暖化対策の推進に関する法律 (以下 ｢法｣ という 。 )第24条に規定される鳥

取県地球温暖化防止活動推進センタ÷ (以下 ｢センター｣ という 。 ) を指定し 、 センタ

ーを中心とした活動により 、 地球温暖化対策を草の根的に広げ、 地域や家庭に根

付いた地球温暖化防止活動を促進する 。

2 事業の内容

人材育成事業及び普及啓発事業を委託

ア 温暖化防止に係る知識とファシリテーション技術を持ち 、 地域における温暖化

防止活動をリードする県地球温暖化防止活動推進員の育成

イ 地域での地球温暖化防止につながるライフスタイルやワークスタイルについて 、 地

域に広く提案し 、 実践する活動の実施

3 事業の現状及び課題

平成22年6月 にNPO法人ECOフューチャーとっとりをセンターとして指定。 センターは

人 材育成並びに普及啓発事業を実施。

推進員委嘱の要件である推進員養成研修を開催しており 、 受講者のうち69名の

推進員が委嘱されている 。 (平成23年6月 末現在)

各推進員は、 センターの助言や情報などをもとに活動している 。 今後も行政施策

情報や地球温暖化防止活動に関する最新の情報を入手することができるようにセン

ターが中心となって情報の発信、 共有化を図っていく必要がある 。

温暖化鞆止漿毘進耐の殿嘴
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● 担当 " 生活環境部 環境立県推進課 グリーンニューディール推進室 電話0857‐26‐7895

鳥取県環境立県推進課のwebサイトよ り

｢地球温暖化対策 (アイドリングストップほか ) ｣

h仕p ://www.pref.to忙orL I gJ p/dd .a spx?menu i d= 1 7 86 1

; 嚢 鳥取県環境学術研究振興事業 ;
1 事業の 目 的

本県の環境の保全及び快適な環境の創造に関する政策の推進に資することを 目 的

に、 県内の高等教育機関が取り組む環境に関する学術研究に対して助成する 。

2 事業の内容

鳥取県環境学術研究基金の運用益により 、 鳥取環境大学をはじめとした県内高等

教育機関における環境に関する学術研究に対する助成等 。

( 1 ) 財源 鳥取県環境学術研究基金の運用益 (平成1 1 年3月 設置 約30億円 )

( 2 ) 開始年度 平成 1 3年度

(3 ) 対象機関 鳥取大学、 鳥取環境大学、 鳥取短期大学、 米子工業高等専門学

校

(4 ) 助成額 (予算額) 43 ,000千円

( 5 ) 成果の公表

｢鳥取産業フェスティバル｣でH22年度に実施した研究成果の発表を行う予定 。

●担当 : 企画部教育 ･ 学術振興課 高等教育 ･学術振興担当 ･ 0857‐26‐78 1 4

参考URL

鳥取県教育 ･ 学術振興課のwebサイ トより

｢環境学術｣

http ://離州v虚ref.tottor i . l gJp/dd .asp×?menu i d=30 1 07

鬘 環境保全の啓発活動の推進

1 現状 ･課題

( 1 ) 地球温暖化 、 廃棄物問題 、 身近な自然 ･緑地の減少など環境問題を解決する

ためには 、 自 ら考え実践する人が増えることが必要である 。

( 2 ) 日 野郡には豊かな 自然が残っているが、 さらなる環境保全意識の向上のため 、

広範囲な取り組みが求められる 。 特に次世代を担う子供達に普及啓発することが

重要である 。

(3 ) 平成22年度から根雨 ･ 黒坂両小学校で放課後子ども教室の一環として 、 1 カ 月

に 1 回 、 福祉保健局の職員を講師として環境教育を実施しており 、 今後実施箇所

の拡大と指導者育成を図ることが重要となる 。

2 取組方針

根雨 ･ 黒坂両小学校の環境教育は平成23年度も引続き実施し、 併せて環境教

育の指導者育成を図っていく 。

なお 、 ホームページによる情報発信をそれ、 、 環境学習に係る器材の使用促進、

職員による出前講座活用を呼びかける 。
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●担当 日野総合事務所 福祉保健局 福祉保健課 保健衛生係 電話0859‐72‐2037

参考URL

鳥取県 日野総合事務所のwebサイトよ り

｢環境教育 ･ 環境学習｣

対比中://www.pref.to比ori .燧里/dd.aspx?menu i d=24 1 7 7

竪 とっ と り 自 然学校 (仮称) 推進事業 ;
1 事業の 目 的

豊かな 自然を持つ鳥取県を一つの 自然学校 ( 自 然体験活動のフィールド) として捉

え 、 県内の 自然体験活動プログラムが一 目 で把握できるように情報を一元管理し、 情

報提供を行うとともに 、 既に 自然体験活動を実施している団体に対して魅力的なプロ

グラムの企画 ･ 開発等の支援をそれ、 、 環境に配慮した実践行動の普及を図る 。

2 事業の内容

( 1 ) とっと り 自 然学校 (仮称) 検討会の開催

･提供するプログラムの基準や魅力的な 自然体験プログラムの企画 ･ 開発のための

支援策等を検討

(想定メンバー)

県内 自然体験活動実施団体、 日 本エコツーリズム協会、 有識者、 庁内関係課

( 2 ) 県内の 自然体験プログラムの情報提供

自然体験プログラム紹介ホームページの作成

･ パンフレッ トの作成

※非常勤職員 1 名雇用 (緊急雇用基金活用 )

3 事業の現状及び課題

･豊かな 自然に恵まれた鳥取県は楽しみながら環境に配慮した行動を実践するきっ

かけとなる環境学習のツールとして様々な自然体験活動が可能だが、 県内の 自然体

験活動実施団体の多くは個別 、 単独に事業を実施しており 、 限られた人へのプログラ

ムの提供しかできていない 。

･ このため 、 県内の 自然体験活動プログラムの情報を一元化し 、 参加者のニーズにマ

ッチした情報提供等を行うとともに、 プログラムのブラッシュアップを図る 。

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7205

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイトよ り

｢環境教育情報｣

http ://www.pref.tottori . l g ｣ p/dd .aspx?nnenu i {d= 1 7 857

前のページ曰

　 　 　 　　　　　　　
の閥題を毅脱青
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3 . N P0や地域 ･企業などと連携 ･協働した環境実践

の展開

3 . 2 企業 ･ 家庭における環境配慮活動の推進
箋 環境にやさしいLED照明導入促進事業

1 事業の 目 的

県内で製造されるLED照明製品の購入促進により 、 県内におけるLED関連事業

者全体の活性化を図る 。

2 事業の内容

企業と市町村等の連携による LED照明製品のモデル的導入経費への助成

ア 企業連携型 ( 1 計画あたりの上限額 5,000千円 )

0補助対象事業者 : 県内 LED照明 (蛍光灯形LED 、 平面パネル型LED 、 電球

型LED 、 LEDインテリア照明 、 屋外型LED照明等) 製造事

業者 (※ )

(※ ) 県内 LED製造事業者とは、 次に掲げる項 目 をいずれも満たす事業者

･ 県内に事業所を有していること

･ 県内においてその全部もしくは一部が製造されてLED照

明の企画 ･ 設計を行う者

0補助対象経費 : 各種LED照明の製造事業者が、 住宅分野へのLED補助金照

明の普及を 目 的として作成した普及計画に基づいてモデル的に導入する経費

○補助率 . 1 /3

イ 地域連携型 ( 1 計画あたりの上限額 1 0,000千円 )

0補助対象事業者 : 市町村 (ただし 、 平成2 1 、 22年度に補助金を受けた市町

村については新規に設置する防犯灯に限る )

0補助対象経費 : 市町村が地元企業や地区と連携するなどして 、 商店街アーケ

ード照明 ･ 防犯灯 ･ 公園照明などに対して 、 市町村が直接実施する 、 もしくは地区

等に補助する金額

○補助率 1 /2

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 ISO担当 電話0857‐26‐7874

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トよ り

｢県内のLED産業振興｣

httqF) ://www.pref.tottori . - g｣ p/dd .aspx?menu i d= 1 2 3042

叢 ものづく り事業化応援補助金
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1 事業の 目 的

県内 中小企業者が新たな製品及び技術の開発による事業化を行うために必要な

研究開発に対して補助金を交付。

2 事業の内容

【事業調査支援型】

新規性及び独自性があるアイデアを事業化するために行う事業可能性調査、 基

礎的 、 予備的試験 、 技術の収集等に係る経費の一部を支援

･補助率 : 3分の2以内

･補助金上限値 : 50万円 (グループの場合 1 00万 円 )

･補助事業期間 : 最長 1 2か月 間

【事業化実現支援型】

新規性及び独自性があり 、 事業化に向けて行う 、 新技術、 新製品の研究開発に

係る経費の一部を支援

※事業化実現支援型は、 企業において 、 事前に市場の検証及び基礎的な調査

研究が行われていることが必要です。

･補助率 : 3分の2以内

･補助金上限値 : 300万円 (グループの場合500万円 )

･補助事業期間 : 最長24か月 間

3 事業の現状及び課題

0地方独立行政法人鳥取県産業技術センター、 財団法人鳥取県産業振興機構

と情報共有 、 連携し、 技術面及び経営面から 、 アイデアの段階から事業化までを見

通した支援体制を構築。

0平成20年度に制度を創設して以来 、 毎年度約20件の交付決定を行っており 、

中小企業の研究開発の推進に一定程度寄与しているものと評価 。

0一方 、 多くの企業が研究開発終了後の販路開拓に苦戦している 。

産業支援機関等と研究成果の情報共有を図 り 、 販路開拓支援につなぐなど 、 切

れ 目 のなし 、支援を行うことが必要。

●担当 : 商工労働部 産業振興総室 産学金宮連携室 電話0857‐26‐7242

参考URL

鳥取県産業振興総室のwebサイ トよ り

｢ものづく り事業化応援補助金｣

M比p ://www.pref,to性oru山里/dd ,aspx?menu id=9977 3

l 菱 鳥取県版環境管理システム (TEAs ) 普及事業 l

1 事業の 目 的

鳥取県版環境管理システム審査登録制度 (愛称 : TEAS (テス) ) の普及により 、

県内の事業者、 団体等の各種組織における環境配慮活動を推進する 。

2 事業の内容

事業者等が構築して取 り組む環境管理システムのTEAS規格への適合性を審査

し 、 登録する 。

TEAS規格の種類等については、 次表のとお り 。
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0鳥取県版環境管理システムの種類

区分 TEAS I 種 TEAS II 種 TE群、S III 種

対象
高度な環境管理を行う企業

等

I 種以外の企業等 ,高等学

校

家庭 ･地域、 小 ･ 中学校 ･ 特

別支援学校、 店舗 ･ 小規模

事業所

登録 鳥取県 鳥取県 鳥取県

審査
鳥取県の認定する審査機

関

鳥取県の認定する審査機

関
鳥取県

経費 有 料 有 料 無 料

有効

期間

1 期 1 年

(更新可)

1 期 1 年

(更新可)

T 期3年

(更新可)

その他
ISO 1 400 1 へ移行を 目 指

す企業等に有効

ほとんどの組織で導入可能

な環境管理システムとして

有効

EMSを体験し、 環境問題へ

の理解を深めるために有効

【1種】

･ 平成1 9年度から 、 審査登録については鳥取県の認定する審査登録機関が有料

で実施。

･ 平成23年度から 、 要綱の改正に伴い鳥取県の認定する審査機関が審査を実施

し 、 県が登録。

･ 平成23年度から 、 KES (環境マネジメントシステム ･ スタンダード) と協働認証を開

始。

【 1I種】

･ 平成22年度までは鳥取県が認定する審査機関に委託し、 無料で実施。

･ 平成23年度から 、 要綱の改正に伴い鳥取県の認定する審査機関が有料で審査

を実施し 、 県が登録。

･ 平成23年度から 、 KES (環境マネジメン トシステム ･ スタンダード) と協働認証を開

始。

【m種】

･ 店舗" ′｣ ･規模事業所、 家庭 ･ 地域での取り組みを推進。 学校については県 ･ 市町

村教育委員会と連携して普及に努める 。

【支援制度】

･ TEASに取り組む事業所を対象として 、 取り組みを支援するTEASサポーター制度

を実施
･ TEASに取り組む学校については 、 環境学習等を支援するため 、 とっとり環境教育 ･

学習アドバイザーを派遣

･ 鳥取県環境推進企業協議会会員企業によるTEAS取組高校の見学受入れ

3 事業の現状及び課題

･ 平成22年度の 目標、 ｢登録件数700件｣ を達成< 7 1 9件 (平成22年度末) >

･ TEASI種 ･ II種は登録件数の伸び悩みが見られるため 、 KESとの協働認証等の

メリ ッ トの拡充についてPRの強化が必要

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 ISO担当 電話0857‐26‐7874 ,7875
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参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイトよ り

｢TEAS (鳥取県版環境管理システム)審査登録制度｣

httは//vvvvw.p ref･tottorL躯1登/dd -aSDX?menu i {ゴニ 1 7 890

! 環境にやさしい県庁率先行動計画の推進

1 事業の 目 的

県が、 自 らが一つの事業者 ･ 消費者としての立場から環境に配慮した事務及び事

業を率先して実践し、 環境への負荷の低減を図るとともに 、 市町村、 事業者、 県民

の行う 自主的な取組を促進する 。

2 事業の内容

平成20年4月 に ｢環境にやさしい県庁率先行動計画 (第3期 ) ｣ を策定した 。 本

計画は、 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団体実行計画と

して位置付けており 、 この計画に基づき 、 県のすべての機関が、 二酸化炭素排出量

の削減、 ゴミの減量化 、 グリーン購入等の環境に配慮した事務に取り組んでいる 。

また 、 グリーン購入については、 ｢ 鳥取県グリーン購入基本方針｣ に基づき 、 判断基

準に適合する物品等の優先購入を推進。

3 事業の現状及び課題

平成20年4月 に ｢環境にやさしい県庁率先行動計画 (第3期 ) ｣ を策定し 、 平成

24年度までの5ヵ年計画として運用を実施していたところ 。

省エネ法の改正により 、 県組織が省エネ法の対象になったことから 、 対象組織等の

整合性、 取組の拡充、 形骸化した事務の軽減化等を見直すこととして 、 第4期の

｢環境にやさしい県庁率先行動計画を本年度作成することとしている 。

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 ISO担当 電話0857‐26‐7874,7875

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トよ り

｢環境にやさしい県庁率先行動計画｣

http ://www.pref.to性ori . lgJ p/dd .as型x?menu i d=6555 7

｢グリーン購入に関する情報｣

h忙塁 ://www型ref.toはori . l g -圧必dd .asp×?menu i d= 1 7 855

藝 鳥取県環境管理システムの運用~ 県庁Iso 1 400 1 認証取得~

1 事業の 目 的

県の事務 ･ 事業に係る環境負荷の低減、 環境法令等の順守、 環境施策の推進

等を図るため 、 環境管理システムの国際規格であるISO 1 400 1 に沿ったシステムを

運用し、 継続的な改善を進める 。

2 事業の内容

平成 1 2年 1 2月 に本庁知事部局でISO 1 400 1 認証取得後 、 平成 1 7年度まで

年次的に適用範囲を拡大。 平成2 1 年4月 現在 、 本庁 (警察本部含む。 ) 及び各

総合事務所 (東部総合事務所福祉保健局及び西部総合事務所福祉保健局を
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含む。 ) で取り組み、 認証を継続。

【取組内容】

( 1 ) オフィス活動における環境配慮の推進 (共通)

( 2 ) 公共事業 ･ イベント等における環境配慮の推進 (該当課)

( 3 ) 環境基本計画に沿った環境施策の推進 (該当課)

(4 ) 環境法令等の順守

3 事業の現状及び課題

形骸化した事務の軽減化 、 他の取組計画等との重複などを改善することとして 、

平成23年度から取組方法等について見直しを図った。

具体的には 、 環境影響評価の実施方法の見直し 、 目 標設定を他の計画等 (環

境にやさしい県庁率先行動計画、 とっと り環境イニシアティブプラン ) との連動 、 監視

測定に係る ｢工程表｣の活用などについて見直しを実施。

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 ISO担当 電話0857‐26‐7874,7875

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トよ り ｢ ISO 1 400 1 ｣

http ://www.pref.toはori . l gJ p/dd .aspx?menu i d=64269

叢 みんなで取り組む ｢わが家のエコ録｣推進事業

1 事業の 目 的

普段の生活でよく使われる携帯電話やパソコンを利用 して環境家計簿をつけること

ができる ｢わが家のエコ録｣システムを展開することにより 、 二酸化炭素排出量がグラ

フで確認できたり 、 エコアイデアを掲載 ･ 閲覧できたりすることで、 家庭での環境配慮

活動を支援する 。

2 事業の内容

サイ トの管理を行うとともに 、 システムのPR協賛企業の募集等を行う 。

【サイ ト管理】

･ お知らせ情報 : エコイベン ト情報等を掲載する 。

･ エコアイデア : 利用者から投稿のあったエコアイデアの内容を管理者画面で確認

し、 公開する 。

･ 得点情報 : 協賛企業が提供するサービスの情報等を掲載する 。

･ メール送信 : 毎月 利用者に電気使用量等の実績入力時期が近づいているこ

とを知らせるメールを送る 。 その他、 必要があればメールを送る 。

3 事業の現状及び課題

･登録者数が伸び悩んでいる

･協賛企業の増加や 、 エコアクションポイントとの連携によるメリットの拡充が必要
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●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 ISO担当 電話0857‐26‐7875

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トより

｢鳥取県環境家計簿『わが家のエコ録』 ｣

h性p ://www. ecorokuJp/

嚢 衛生環境研究所1so 1 400 1 認証維持事業

1 事業の 目 的

( 1 ) 衛生環境研究所の調査研究 ･ 行政検査 、 事務等に伴う環境負荷の削減とコ

スト削減

( 2 ) 環境 目 的達成状況等を広く公開することによる試験研究機関としての信頼性

確保、 県民への環境意識の普及啓発

2 事業の内容

平成 1 5年度に取得した環境マネジメントシステムの国際規格であるISO 1 400 1 の認

証を継続する 。

3 事業の現状及び課題

ISO 1 400 1 規格に基づき、 調査研究 ･行政検査 、 事務等に伴う環境負荷の削減とコスト削減を図

っている 。

●担当 : 生活環境部 衛生環境研究所 企画調整室 電話0858‐35一541 1

参考URL

鳥取県衛生環境研究所のwebサイ トよ り

｢環境への取り組み(ISO 1 400 1 ) ｣

httq‘≧ : ′//WMM.p ref.totto r i . IgJ p/dd .aspx?menu i d三39348

箋 ライ トダウン推進の取組
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1 事業の 目 的

平成 1 5年より環境省提唱のもと 、 地球温暖化防止の気づきに繋げるため 、 ライ ト

アップ施設や家庭の電気を消 していただくよう呼びかける ｢C02 削減/ライ トダウン

キャンペーン｣ を実施。

更に 、 洞爺湖サミットの開催に先立ち 、 低炭素社会の実現に向 けて環境問題の

大切さを国民全体で再確認していくため 、 毎年7 月 7 日 を ｢クールアース ･ デー｣ と

することを地球温暖化対策推進本部 (平成20年6月 1 7 日 開催) において決定。

これを契機にゞ鳥取県庁でも20年度から職員に対する意識啓発及び県民への

省エネルギー活動推進の普及啓発を 目 的として 、 本キャンペーン に参加 。
平成23年度については、 東 日本大震災の影響を受けて 、 節電について呼びかけ

る街頭でのリーフレット配布、 時間外勤務時の省エネパトロール等を実施

2 事業の内容

<夏至> , .
0 ｢ とっと リエコサマーキックオフイベント ｣の実施

○鳥取県遊戯業協同組合 、 鳥取商工会議所への節電呼びかけの訪問

○鳥取駅前での リーフレット配布

く6月 22 日 ~ 7 月 7 日 >

0一斉退庁の実施 (6 月 22 日 、 7 月 7 日 )

0サマータイムの導入 ( 6月 22 日 ~ 9月 末)

0昼休憩時 、 時間外勤務時における節電呼びかけの省エネパトロールの実施

3 ,事業の現状及び課題

平成20年度~22年度に実施していたライトダウンイベント ( ｢七夕 ｣窓文字 、 ト リ

ピーの消灯カウントダウン等) は中止。

県庁内を含む一般企業 、 県民の方へ向けての節電の呼びかけを強化。

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 グリーンニューディール推進室 電話0857‐26‐7879 IS

O担当 電話0857‐26‐7875

参考URL

環境省ライトダウンキャンペーンwebサイトよ り

h忙p ://coo l earth day｣p/

羨 ノーレジ袋推進事業

1 事業の 目 的

地球温暖化防止と循環型社会の構築に向け 、 環境にやさしいライフスタイルへの

第一歩となる ｢ レジ袋削減｣を図るため 、 県下統一した ｢ノーレジ袋デー｣の継続強

化等を図る 。

2 事業の内容

( 1 ) 東部 ･ 中部 ･ 西部の県内3地域｢ノーレジ袋推進協議会｣で、 レジ袋削減に向

けた具体的取組 ( レジでの声かけ 、 店内放送、 広報等の強化等) を推進 ･ レジ袋

辞退率の 目標を設定し 、 取組を強化
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( 2 ) 県民全体にレジ袋削減への動機づけ 、 きっかけを行うため 、 毎月 1 0 日 ｢ノーレジ

袋デー｣を継続実施中 。

( 3 ) レジ袋有料化を含めたレジ袋の削減策について協議会で検討

ニレジ袋有料化 (期間限定) の社会実験を検討

3 事業の現状及び課題

0取組3年間でレジ袋辞退率が1 割合から約3割まで上昇し、 少しずつノーレジ

袋 ･ マイバッグ運動が広がりつつある 。

0店頭キャンペーン ･ レジでの呼び掛け 、 ポイン ト制 ･キャッシュバック等など取組の

広がり はあるが 、 レジ袋辞退率は停滞し、 目 標達成は困難。

○レジ袋辞退率UPの有効策であるレジ袋有料化は、 事業間で足並みが揃わな

いため実施が困難な状況。

●担当 " 生活環境部 環境立県推進課 グリーンニューディール推進室 電話0857‐26‐7879

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイトよ り

｢ノーレジ袋推進の取組｣

http ://www.pref.to性ori . I g｣ p/dd .asp×?menu id=82375

箋 :大山 トイ レマナーアップキャンペーン事業

1 事業の 目 的

国立公園大山での トイレ利用のマナーアップを図るため 、 キャンペーンを実施すると

ともに 、 大山頂上 トイレの汚泥をボランティアにより担ぎ下ろすイベントを実施する 。

2 事業の内容

( 1 ) 大山 トイレマナーアップキャンペーンの推進

大山の美しい 自然環境を子供たちに伝え残していくため 、 ｢大山 トイレマナーアップ

キャンペーン (平成20年9月 1 日 からスタート) ｣ を推進し 、 大山頂上 トイレのあり方

や登山時における用便について 、 登山者一人ひとり に考えてもらい 、 マナーやモラルの

向上を図る 。

( 2 ) 大山頂上 トイレ汚泥キャリーダウン ･ ボランティアの実施

県が管理する大山頂上トイレ浄化槽内の沈殿汚泥の運搬にあたり 、 出来るだけ

自然環境に負荷を与えず、 参加者が自 ら歩き、 自然に親しみながら大山の 自然環

境を考えることができるよう 、 人力 による汚泥の担ぎ下ろし作業をボランティアイベント
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として継続実施する 。

( 3 ) 大山 トイレマナーアップ検討会の実施

大山 トイレマナー五ヶ条の普及啓発や携帯 トイレの使用推進等の検討を行い 、

大山頂上トイレのあ り方等に関する提言を行うため 、 学識経験者、 地元、 行政等で

構成する ｢大山 トイ レマナーアップ検討会｣を開催する 。

汚泥の入ったボトル (2 リットル客) 頂上での記念撮影

頂上でのボトル受け渡し 登山道に連なるボランティアの方々

●担当 : 西部総合事務所 生活環境局 生活安全課 動物 ･ 自然公園係 電話0859‐3 1 ‐9320

参考URL

鳥取県西部総合事務所生活環境局のwebサイトより

｢大山 トイレマナーアップキャンペーンについて｣

htt里 ://www.p ref.tottori . Ig｣ p/dd .aspx?menu i d= 1 1 9 788
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の問題,国踰告



3 . N P0や地域 ･企業などと連携 ･協働した環境実践

の展開 ＼

3 . 2 企業 ･ 家庭における環境配慮活動の推進

蓼 アイドリングス トップ推進事業

T 事業の 目 的

自動車の運転者であれば、 誰もが身近に取り組むことができるアイドリングストップ運

動を県民運動として展開することで 、 県民や事業者に積極的に実践していただき、 自

動車の適切な整備やエコ ドライブを推進し 、 地球温暖化防止及び地域環境の保全に

寄与する 。

2 事業の内容

0アイドリングストップ｢推進事業者｣等の認証の推進

｢鳥取県地球温暖化対策条例｣ G主 ) 及び認証制度について広く普及啓発し、 より

多くの ｢推進事業者｣等を認証すると共にアイドリングストップをはじめとするエコ ドライブ

のより一層の普及を 目 指す。

(注)

｢鳥取県地球温暖化対策条例｣の施行 (H2 1 . 6 . 1 ) に伴い ｢鳥取県駐車時等エンジン

停止の推進に関する条例｣は廃止し 、 運転者へのアイドリングストップの義務付けや

｢推進事業所｣等の認証制度は、 新条例に基づいて実施している 。

3 事業の現状及び課題

･ 平成22年8月 より 県内の東部 ･ 中部 ･ 西部の運転免許センターでアイドリ ングストッ

プ普及のためのチラシを配布 ,

･ アイドリングストップを含む｢エコドライブ｣ の推進のため 、 各 自動車学校で講習を実

施中 . ･

●担当 " 生活環境部 環境立県推進課 ISO担当 電話0857‐26‐7874,787 5

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイトより

｢アイ ド リングストップの推進｣

http ://WVVW･pref･tottO r i . 鞄彗卵/dd .aspx?menu i d=79 232

淺 鳥取エコハウス推進事業

1 事業の 目 的

本県の気候 ･風土等に適し、 県産村を活用した鳥取県型環境配慮住宅の研究 ･ 開発を行い、 地

元工務店が参加できる鳥取型フランチャイズ住宅の仕組みを構築するなど、 環境配慮型住宅の

普及、 設計者の環境配慮に係る技術力の向上等を図ることにより 、 環境負荷の低減に配慮した

‐ 6 5 -



住宅づく りを推進する 。

2 事業の内容

環境配慮型住宅の普及促進を図るため 、 住宅の供給者の育成や体制整備に向 けて 、 CASBE

E戸建評価員養成認定講習会や鳥取エコハウス研究プロジェクトを開催するとともに 、 環境性能

に関する住宅関連事業者の 自 主的な取組みを支援する 。

( 1 ) 鳥取エコハウスプロダク ト化事業検討委託

( 2 ) 鳥取エコハウス研究会の開催

( 3 ) 県産スギ材厚板耐力壁の壁倍率試験

(4 ) 環境配慮セミナー ( とっとり木の住まい塾) 開催

3 事業の現状及び課題

(現 状)

( 1 ) 鳥取エコハウスの 目 指す家を検討し 、 それを実現するための基本ルールの設定

及び、 県産村の安定供給とコストダウンを図るための県産村の規 格化ルールを策

定した 。

( 2 ) 関係団体 (木推協 、 乾燥協議会) との意見交換 ; 鳥取エコハウスを通じて部材

規格化 、 コスト 、 ユーザーへの理解など県産乾燥材の安定供給体制を整えていくこ

ととなった 。

( 3 ) 住まいづく り に関わる設計者、 工務店 、 木材関係者等が環境にやさしく安全安

心な木造住宅の設計、 施工に関する技術を学び設計技術力を高め 、 鳥取の木の

住まいの質の向上を 目 指し 、 とっとり木の住まし 、型を6回開催した 。

(課 題)

( 1 ) 昨年度鳥取エコハウス研究会において策定した基本方針を基に 、 住宅取得者

及び工務店にイメージ 、 コスト 、 魅力などを分かりやすく提示し 、 商品化に向けた検

討が必要。

( 2 ) 住宅の環境配慮に関する 、 より専門性の高い技術の修得を促し 、 取 り組みを推

進する設計、 建設関連事業者を養成することが必要。

●担当 : 生活環境部くらしの安心局住宅政策課 企画担当 電話0857‐26‐7398

参考URL

住宅政策課のwebサイトより

｢鳥取県住まい情報館｣

http : //乙VVWW･pref･tottor i .蛭Jp/dd ･aspx?nne nu id=3589

叢 衛生環境研究所発信事業

1 事業の 目 的

衛生環境研究所の調査研究の充実を図 り 、 成果を社会に還元していくとともに 、

広く研究成果を公表する 。

( 1 ) 調査研究の充実

研究成果を行政施策や対策技術等へ反映し、 社会に還元する 。

( 2 ) 環境情報 ･感染症情報の発信

ア 環境情報に関する県民のニーズに応え 、 環境問題に対する関心を高める 。

イ 感染症の流行 ･ 予防等について県民の関心 ･ 注意を促す 。
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2 事業の内容

( 1 ) 調査研究の充実

ア 外部評価の実施

当研究所の行う調査研究について、 外部の学識経験者による評価を行い 、

結果を課題の選定 、 見直し等に反映する 。

イ 分野別研究会の活性化

大学等研究者との分野別研究会におし、て 、 最先端の研究者等との情報交

流を深め 、 研究活動の活性化を図る 。

ウ 研究成果の積極的な公開

広く一般県民を対象として、 当研究所の研究成果や環境モニタリング結果等

について公開し、 意見や要望を聴取する 。

( 2 ) 環境情報 ･ 感染症情報の発信

ホームページによる環境情報、 感染症情報の提供に加え 、 地元ケーブルテレビ

により研究内容を情報発信する 。 ･ ′

●担当 " 生活環境部 衛生環境研究所 企画調整室 電話0858‐35‐541 1

参考URL

鳥取県衛生環境研究所のwebサイトより

｢鳥取県衛生環境研究所｣

h性p 乙/www.pref.to性ori .眩 め/dd.as塑x?me nu id=35 65

叢 鳥取方式の芝生化促進事業

1 事業の 目 的

0校庭等の芝生化には屋外活動の推進、 子どもの情緒安定などの様々な効果

がある 。

0しかしながら従来 、 芝生は高価で管理が難しく 、 気軽に立ち入りができて親しめ

るというイメージでとらえられてこなかった 。

0現在 、 鳥取方式の芝生化として 、 場所に応じて最適の芝生 (洋芝 、 和芝) を選

択、 併せて 、 住民 (関係者) も参加しながら最も効果的 ･ 効率的な維持管理を実

施する取り組みが進み、 全国から注 目 を集めている 。

0このため 、 鳥取方式を考案したNPO法人グリーンスポーツ鳥取 (GST)と連携し 、

鳥取方式の芝生化に県として総合的に取り組み、 鳥取方式の発祥の地にふさわ

しい芝生化先進県を 目 指す 。

2 事業の内容

子どもが 自 由 に運動したり 、 遊んだりする保育園 ･ 幼稚園の園庭、 小学校 ･ 中学

校 ･高等学校 ･特別支援学校の校庭、 広場 (公園 、 空き地も含む) の芝生化を

様々な主体と連携しながら加速的に進める 。

( 1 ) 県民への情報発信、 普及啓発

･ 鳥取方式の芝生化を考えるシンポジウムの開催

･市町村や学校 、 施設関係者 、 県民の理解の促進 (平成2 1 年度に作成した芝

生化パンフレッ トやDVDの活用など)

( 2 ) 県施設での芝生化の促進

･ GST ( N PO法人グリーンスポーツ鳥取) と連携して 、 目 的に合致する県施設で

の芝生化に積極的に取り組み、 適切な初期コストで、 後の維持管理のしやすい

芝生化の導入手法を選択していく 。
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( 3 ) 芝生化の支援

･私立保育所 ･ 幼稚園及び小中学校を対象に、 鳥取方式の発祥の地にふさわ

しい芝生化に取り組むものへの支援を行う 。

(4 ) プロ ジェク トチームでの芝生化の促進

･ 庁内関係課に加え 、 GSTが技術アドバイザーとして参画したプロジェクトチーム

( H 2 1 ) において 、 鳥取方式の芝生化の推進に部局横断的に取り組む 。

3 事業の現状及び課題

幼稚園 、 保育園の園庭芝生化については、 平成22年度に公立 ･ 私立合わせて

37園を芝生化 。 2 3年度も公立 ･ 私立合わせて 1 0園を芝生化 ( 23年7 月 現在 )

し 、 大きく進んだところ 。

一方、 小学校校庭の芝生化については 、 県の補助事業を活用した全面規模の

芝生化はなく 、 他の機関 (県体育協会) の補助事業を活用 した校庭一部の芝生化

にとどまっている 。 小学校は面積が広く 、 様々な利用者があるため 、 さらに普及 ･ 啓発

に努め 、 小学校での芝生化事例の増加に励む必要がある 。

(平成22年度に芝生化した良書幼稚園)

●担当 : 未来づくり推進局 鳥取力創造課 企画調整室 電請0858‐35‐54 1 1

参考URL

鳥取県鳥取力創造課のwebサイトより

｢鳥取方式②の芝生化の促進｣

htねP ノ乙vwvw‐D ref‐tottori ‐塩堕し乙dd ‐a sbx?menu id= 1 1 9463

叢 鳥取県環境立県推進功労者知事表彰

1 事業の 目 的

県内において環境保全のための実践活動、 技術の開発 ･普及 、 教育啓発活動

等を行い 、 環境立県の推進に顕著な功績のあった個人又は団体を顕彰することに

より 、 県内における環境活動を一層推進する 。

2 事業の内容

表彰は、 次の功績を有する個人等について行う 。

( 1 ) 環境保全のための実践活動に関する功績

広域的、 先導的若しくは長期的な環境保全活動、 環境美化活動若しくは緑化

推進活動を行い 、 又は環境行政に協力若しくは従事したこと 。

( 2 ) 環境保全のための技術等の開発 ･普及に関する功績

省エネルギー技術、 温室効果ガスの排出低減技術その他の環境保全のための

技術若しくはそれらの技術を用いた製品の開発若しくは研究、 又はそれらの先導的
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若しくは大量の導入若しくは普及啓発を行ったこと 。

( 3 ) 環境保全のための情報発信 ･教育啓発に関する功績

多年にわたり環境保全のための情報の発信、 又は学校、 地域 、 企業等における

教育啓発活動を行ったこと 。

3 事業の現状及び課題

環境美化、 廃棄物の適正処理に対する表彰の他には 、 環境関連の顕彰制度は

なかったため 、 平成 1 8年度に 自然環境保全活動 、 地球温暖化防止活動 、 環境

教育活動 、 省エネ技術の開発、 導入等といった環境全般にわたる顕彰制度を創

設した。

●担当 : 生活環境部環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7205

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トよ り ‐ '

｢鳥取県環境立県推進功労者知事表彰制度｣

htt型://www.pref.tottori室Jp/dd。aspx?menuid=65295

淺 とっ と り 共生の森支援事業

1 事業の 目 的

企業等による環境保全活動に 、 県内の森林を活用していただくため 、 県と地元市

町村が連携 ･協力 し 、 森林所有者と企業等との架け橋となり 、 地元との調整や企業

等の行う森林保全活動の支援を行う 。

《 期待される効果 》

( 1 ) 森林の保全 ･整備の促進

(2 ) 企業等との交流による地域の活性化と県民の森林に対する理解の促進

(3 ) それぞれの企業等にとっての 目 的の達成 (水資源の確保、 二酸化炭素の削

減、 職員研修)

2 事業の内容

( 1 ) 制度 、 実績等を企業や県民に広く情報発信

･ ホームページ 、 パンフレット 、 展示パネルなどによるPR

( 2 ) 企業等の参画促進と森林保全活動への支援

･ 企業へのPR活動

･ 保全活動の計画 、 実施に対する支援

(3 ) 意見交換会の開催と参画企業が合同で行うナラ枯れ予防対策 (粘着バンド

の設置) を実施。

3 事業の現状及び課題

県内外の企業 ･ 団体1 4社が参画し 、 1 6箇所の森林において保全活動を実施

中 。

しかし 、 景気を巡る環境は一段と厳しさを増しており 、 ｢ とっとり共生の森｣ のような

CSR活動に伴う支出や活動内容の検討に対する企業側の負担感は一段と増して

いる模様。

このため 、 今後も企業等に愛着を持っていただけるような活動や 、 企業の森制度

の中で｢とっとりならでは｣の特色が必要であり 、 県民と企業等が共に活動できる取り
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組み等に向けた検討が必要。

●担当 : 農林水産部 森林 ･林業総室 電話0857‐26‐7335

参考URL

鳥取県森林 ･ 林業総室のwebサイトよ り

｢ とっとり 共生の森｣

h仕p ://www.pref.to性ori . IgJ p/dd ,a spx?menu i d= 1 00905

獲 森林J‐vER推進事業

1 事業の 目 的

県内の森林を活用 したカーボン ･オフセットを推進し 、 企業等からの資金を活用した

新たな森林整備を進めるため 、 県内のオフセット ･ クレジッ ト ( J 一VER) を活用 した

取り組みを推進する 。

2 事業の内容

( 1 ) 県有林J 一VERモデル事業

0県有林でモデル的に取り組んでいるJ 一VERについて 、 認証を引き続き取得

し、 企業に販売する 。

0モデル事業を県内外にPRすることで 、 J 一VERを普及する 。

･ ｢ 県有林J 一VERプロジェクト｣ の期間 : 平成2 1 年度~24年度

( 2 ) 森林J 一VER取得支援事業

県内の森林J 一VERの取得、 販売を推進するため 、 J 一VERの取得に係る経

費を助成する 。

0対象 : 民間事業者、 N PO等 (市町村、 造林公社は除く )

0補助対象 : J 一VERの認証取得に係る費用

(妥当性確認費用 、 モニタリング費用 、 検証費用 、 申請委託費用 、 認証機関の

手数料)

0補助率 : 1 /2

3 事業の現状及び課題

( 1 ) 県有林J 一VERモデル事業

0平成22年度に取得したJ 一VERを販売中

販売可能量 603 トン

販売実績 ･見込み 47 8 トン (7 9%) (6社2団体 、 7 , 5 28 , 500 円 )

残数 1 25 トン

0平成23年度に認証取得を予定 (約400 トン)

0兵円の植林プロジェク トについて登録を予定。

(課題) 全国的にJ 一VERの取得量が急増し、 相場の下落等が予想される 。

( 2 ) 森林J 一VER取得支援事業

○県内のJ 一VERプロジェク トが8つ動きつつある 。

(認証済み : 3 、 登録済み : 2 、 申請中 : 3 )

(課題) 認証済みのプロジェクトの販売。

●担当 : 農林水産部 森林 ･林業総室 電話0857‐26‐7304
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参考URL

鳥取県森林 ･林業総室のwebサイトよ り

｢カーボン ･オフセットの推進｣

httqp ://WvvW･Dref-tottorug｣一目/dd･aspx?menu id三 1 2 35 9 7

淺 戦略的な ｢環境経営 ｣推進事業

1 事案の 目 的

低炭素社会に向 け 、 県内中小企業等が省エネと生産性向上を両立させる ｢環境経

営 ｣ に効果的に取り組むために必要な省エネ診断を支援し 、 また 、 省エネ診断に基づく

新エネ ･ 省エネ設備の導入に対して助成する 。

2 事業の内容

( 1 ) 省エネ診断支援事業

年間の原油換算エネルギー使用量が1 00キロ リ ッ トル未満の中小企業等に対し

て、 県の委託機関による無料の省エネ診断を実施。

( 2 ) 環境対策設備導入促進補助金

県内中小企業が省エネ診断に基づき取り組む新エネ ･ 省エネ設備の導入に対して

助成する 。

･補助率 1 /3 ~ 1 /2

1補助金上限500万円

3 事業の現状及び課題

補助事業者からは 、 設備導入によるコスト削減、 生産効率 ･サービスの向上に加え

て 、 従業員の環境意識の向上効果が報告されており 、 県内企業の温室効果ガス排

出抑制 に加えて 、 企業競争力の強化や地球温暖化に対する意識の高揚にも有効

と認識。

一方で、 県内企業の省エネ等の環境対策への意識や取組はまだ不十分であり 、 よ

り広く県内企業に環境経営を浸透させるためには 、 設備補助に加えて 、 省エネ計画作

り等も支援する必要がある 。

●担当 : 商工労働部 産業振興総室 次世代産業育成室 電話0857‐26‐7565

参考URL

鳥取県産業振興総室のwebサイ トよ り

http ://WWW.p reLtd日ゐrug｣ p/dd ･aspx?menu i d=99323

葱 企業立地事業補助金

1 事業の 目 的

企業立地事業を行う者に対し助成することによ り 、 県内における企業の立地の促

進及び雇用機械の拡大を図り 、 もって 、 県内の経済の活性化に資する 。

2 事業の内容

<補助制度の概要>

業 種 補助基準 補助額 限度額

1 )投資額 : 1 億円超

2億円 ~30億円(県内 中小企業は3000万 1 )投資額
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円超)

雇用 : 常雇 1 0人以上

(県内 中小企業は3人以

上 )

の) 1 0 0%

~ 1

5 0%

※投資規模、 雇用増の数

に応じて限度額が異な

る 。 I
(2 )二酸化炭素削減効果

のある設備投資への補

助

-(2)投資額

の) 1 /3
2億円 l

自然科学研究所 ･技術者研

修所

投資額 : 3000万円超

雇用 : 技術者5人以上 (県

内中小企業は3人以上 )

投資額の

20%o
1 0億円 l

ソフ トウェア業 ･ 機械設計業 ･

デザイン業 ･ 研究開発型企

業

投資額 : 3000万円超

雇用 : 技術者5人以上 (県

内中小企業は3人以上)

投資額の

1 0 0%
1 0億円 l

情報処理 ･提供サービス業
投資額 : 3000万円超

雇用 : 含パート20人以上

投資額の

1 00%
2億円 l

0一定の要件を満たす事業には 、 補助金の加算がある 。

環境関連事業の加算は次のとおり 。

二酸化炭素の削減に効果がある環境関連の技術を用いた製品等の製造に関す

る事業 加算率 : 5% 、 限度額 : 1 0億円

3 事業の現状及び課題

従来から 、 県外企業の鳥取県への進出 、 県内企業の新増設を積極的に支援

し 、 県内での投資促進、 雇用拡大を図っているところである 。

厳しい経済環境が続く中 、 企業のニーズにあわせて要件緩和行ったり 、 県の経済

成長戦略に沿って制度の拡充等を行ってきている 。

中小企業においては 、 設備投資が雇用増に結びつかない場合もあ り 、 いかに両方

を実現するかが課題となっている 。

●担当 : 商工労働部 産業振興総室 企業立地推進室 電話0857‐26‐7220

参考URL

鳥取県産業振興総室のwebサイ トよ り

h忙p ://www.pref.td比ori . l乱せ/dd .aspx?menu i d=99323

前のページE一望

嶬鬮の問題,を報告
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3 . N P0や地域 ･企業などと連携 ･協働した環境実践

の展開

3 . 3 社会システムの転換

! 1 事業の 目 的
C02削減のための有効な手段の一つである電気自動車 (EV) の普及を推進する 。

韮 2 事業内容
( 1 ) EVを活用 した広域観光の推進

○岡山県との観光連携

･ 鳥取岡山EV観光モデルルートのモニターツアー (岡山県との共同事業)

0近県と連携したEVによる中長距離移動の実現

･ 兵庫県 、 京都府と連携して充電しながらEVで安心して走行可能な広域ルート

検討

例) 山陰海岸ジオパークルート (鳥取~兵庫~京都) 、 国道9号線ルート (京

都~鳥取~松江)

0県外EVユーザーの話客、 EVレンタカーの利用促進

･ 自動車情報誌、 観光情報誌等によるEV観光ルート等の発信

･ EV利用者に対する観光施設の優待割引制度等の検討

(2 ) EVの普及啓発と県内走行環境の整備

0カーシェアリングによる県公用車としての率先利用とEVの体験機会の創出によ

るPR

･ EV3台 (平 日 ) の借り上げ

0県内を安心して走行できる環境の整備

･ 充電設備導入支援

(3 ) 充電インフラの利便性向上を検討

0近畿ブロックEV会議、 岡山県が設置予定の中四国EV会議 (仮称) におし 、て 、

利用者の利便性

向上のため充電インフラのネットワーク化による滴空管理システム (充電器が使用

中か空いているか等の情報をカーナビ又は携帯端末等で確認できるシステム) 等

を検討

(4 ) 公用車 (軽トラック3台 ) をEVに改造(6月 補正 )

0県の主要産業である農業において使用される機会が多く 、 県内の軽貨物 自動 ･

車販売台数のうち約57%と半数以上を占める軽トラックの EV化を推進するた

め 、 県有施設の一部の公用軽トラックをモデル的にEVに改造

(5 ) 展示 ･試乗会を活用したEV軽トラックの普及(6月 補正)

OEV軽トラックの普及を図るために 、 展示 ･試乗を通じたPRを実施するほかユー

ザー ･試案者へのアンケート結果を関係事業者へフィードバックし 、 よ り普及しやす
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い改造EVの製造に活用 。

経済産業省 EV ･ PHV情報プラットホーム

http ://WWW.met、igoJp/po l i cy/automob i l e/evphv/town/state/tottorLhtm l

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 グリーンニューディール推進室 電話0857‐26‐7879

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トよ り

hはp ://www. p ref.to性ori . l g｣ p/dd .asp×?menu i d=3268

叢 バイシクルタウン推進事業

嚢 T 事業の 目 的

環境負荷の少ない交通手段である自転車の利用促進を県民運動として展開す

るため 、 サイクルトレインなどの実証実験、 シンポジウム等を実施し、 地球温暖化対

策の一つであるモーダルシフ ト (移動交通手段の転換) の促進を図る 。

箋 2 事業の内容

( 1 ) 実証実験による利用促進 : 地域と連携した 自転車の利用促進策を試行的に

実施。

･ サイクルトレイン : 鉄道に直接 自転車を搭載する事業者等を支援 (事業費の

1 /2を補助 250千円 × 1 件)

･ バイクラックバス : 路線バスに 自転車を搭載する事業者等を支援 (事業費の 1 /2

を補助 500千円 x 1 件)

･ まちなか快適走行マップ : 自転車利用に適したルートマップを作成

･ エコ通勤チャレンジ : 公募モニタ｣ ( 自動車から 自転車へ乗り換える事業者等)

からのヒアリング調査

(2 ) シンポジウム開催による県民啓発

利用促進に関する先進地の紹介や 自転車愛好家等によるシンポジウムを開

催。

※ 当該事業の財源に(財) 自治総合センターの環境保全促進助成金

(通称 : モーターボート助成金) を活用

(3 ) 自転車活用推進検討会
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自転車の有効活用策 、 課題を整理し 、 県民運動として広げるための方策を検

討。 (想定メンバー : 利用者 、 有識者 、 事業者、 観光関係 、 行政)

群 事業の現状及び課題

0県の施策として取 り組んでいる様々な環境対策 ･ 地球温暖化対策として 、 公

共交通機関の利用促進、 ノーマイカー運動の推進やアイドリングストップ運動など

に取り組んでいるが、 自 転車の活用の視点が欠如 。

0そのためにまずは、 利用促進を進める糸 口 の一つして 自転車を電車に搭載し運

行する ｢サイクルトレイン｣や先進自 治体 ･ 自転車愛好家等によるシンポジウム等を

、実施し環境 ･観光 ･健康の観点から県民の意識啓発を図る 。

く しまなみサイクルトレインの例)く静岡鉄道の例)

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7876

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トよ り

州比堕://www.pref。to性ori焔J p/dd .aspx?menu i d=3268

ルーマイカー運動の推進

箋 T 事業の 目 的

通勤に 自 家用 自動車を利用してし 、る鳥取県職員の公共交通機関の利用を促

進する ｢ノーマイカー運動｣ を率先して行うことにより 、 公共交通手段の維持ぞ確保、

排気ガスによる二酸化炭素などの環境負荷の低減、 交通渋滞の緩和 、 交通事故

防止等を目 指している 。

嚢 2 事業の内容

0県職員が可能な 日 に 自 家用 自動車以外の通勤手段 (以下 ｢代替通勤手段｣ と

いう 。 ) を用いて通勤する運動で、 平成 1 0年に開始 。

0所属毎に月 一回以上 ｢職場ノーマイカーデー｣を設定 、 また ｢ノーマイカー運動強

化週間｣を平成20年より指定 。

0ノーマイカー運動実施に伴うC02削減量等をデータベースにより職員に周知 し 、 参

加意識を醸成。

0県では平成22年に毎週、 水 、 金曜 日 を県下統一の ｢エコ通勤の 日 ｣ に設定 。 ノ

ーマイカー運動を県が率先垂範することで、 県内のエコ通勤の普及啓発に寄与。

0インターネットを使って県内のバス 、 鉄道の時刻表 、 最寄りのバス停までの道順等

の検索を可能としたバスネットによ り 、 県職員のみならず県民に県内の移動に有用な
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情報を提供。

0職員が参加できる環境を整備

･ ノーマイカー運動通勤手当 、 ノーマイカー運動時の時差出勤制度の適用

･ パークアンドライド駐車場情報の提供 (市町村と連携して無料利用が可能な駐

車場情報を提供)

3 事業の現状及び課題

[平成22年度の状況]

( 1 ) 参加状況

, 延べ参加人数 2 , 09 2人 (実参加人数 : 5 1 6名 、 参加率 : 56 。 7 %)

( 2 ) C02削減量 33 , 7 47 . okg

※体積換算すると 、 1 , 7 1 8万 リットル(ドラム缶約85 ,886本分)

ご 杉の木2 , 4 1 0本 、 森林面積22 , 5 49m2 (バスケッ トボールコート面64分

相 当 ) が 1 年間に吸収する二酸化炭素量

公共賤耐蛔ぬ【鮴 讓讓嚢◆美馬獅幽の郭叢

●担当 : 企画部 地域づくり支援局 交通政策課 総合交通政策担当 電話0857‐26‐7641

参考URL

鳥取県交通政策課のwebサイトよ り

｢ノーマイカーデーの取組み｣

州忙中://www.pref.toはori . lgJ p/dd .aspx?menu id= 1 1 1 48

･ . 州でシ踏舞酵
の問題蒄報告
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4 . 安全で安心してくらせる生活環境の実現

4 . 1 大気 ･水 ･ 土壌環境の保全と地下水の
適正管理

叢 水質汚濁防止対策事業

! 1 事業の 目 的

工場及び事業場からの排出水の公共用水域への排出及び地下に浸透する水の浸

透を規制すること等によって 、 公共用水域及び地下水の水質の汚濁の防止を図 り 、 県

民の健康を保護するとともに生活環境の保全を図る 。

! 2 事業の内容
( 1 ) 特定事業場の立入調査

水質汚濁防止法に基づき、 特定事業場への立入検査を実施するとともに 、 その排

出水を採取 ･ 測定し 、 排出基準の遵守を確認 ･指導。

( 2 ) 公共用水域等水質調査

水質汚濁防止法に基づき、 県内の公共用水域における生活環境項 目 、 健康項 目

等の水質検査を実施し、 公表 。

●担当 : 生活環境部 水 ･大気環境課 水環境保全室 電話0857‐26-7 1 97

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイ トより

｢水 ･ 大気環境課｣,

httP ://www里ref.to忙ori . l g｣ p/dd .a sp×?menu id=45 9 6

菱 天神川流域下水道事業

黍 1 事業の 目 的
下水道の整備を図り 、 都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、 あわせ

て公共用水域の水質の保全に資することを 目 的とする 。

! 2 事業の内容

0水処理施設改築工事 (土木 ･建築)

0汚泥消化槽改築工事

0焼却施設空気予熱器改築工事

0ガスタンク改築工事

0焼却施設空気予熱器改築工事

0現場監理業務委託
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0電気機械設備診断調査業務委託

0建築施設改築工事詳細設計業務委託

0再構築計画等策定に係る情報収集調査業務委託

OPFI導入可能性調査委託

0幹線管渠防食工事

許 事業の現状及び課題
( 1 ) 昭和40年代前半に東郷池の水質汚濁が著しく進行したことから 、 将来の水産

資源や観光資源などを考え 、 行政区域にとらわれないで効果的に整備できる ｢天

神川流域下水道｣ として 、 昭和46年度から調査を開始、 昭和48年度から事業

を行い 、 昭和59年 1 月 20 日 供用を開始した 。

( 2 ) 汚水の終末処理施設である天神浄化センターの全体計画処理能力は

4万m3/ 日 であ り 、 現在3 .2万m3/ 日 の処理能力を有している 。

また 、 関連市町の整備する下水管渠を接続するための流域幹線管渠は、 平成

9年度に全て (延長28 .6km ) 完了 している 。

( 3 ) 人 口減少などとし 、った社会情勢の変化に伴う施設規模の見直しが必要であ

り 、 また 、 多 くの施設で老朽化に伴う改築更新時期にきていることから 、 全体をみと

おした計画の策定を進めている 。

●担当 : 生活環境部 水 ･ 大気環境課 上下水道担当 電話0857‐26‐7402

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイ トより

｢下水道整備｣

州忙中 ://wwW.pref.td比ori . Ig｣ p/dd .aspx?menu id=34535

! 浄化槽の設置推進

前 事業の 目 的

公共用水域等及び生活環境の保全を図るため 、 浄化槽の設置推進及び維持

管理の徹底を図る 。

乾 事業の内容

( 1 ) 市町村への財政的支援による浄化槽の整備の推進

･浄化槽の設置者に対して設置費用の一部を補助している市町村に対し、 その

費用の一部を補助する 。 (市町村が補助する額の 1 /2 )

･ 市町村が自 ら設置を行う事業に要する経費を基金として造成する市町村に対

し 、 その費用の一部を補助する 。 (設置費の5%)

( 2 ) 浄化槽の適正管理の指導

･ 浄化槽管理者への適正管理 (保守点検 ･ 清掃 ･ 定期検査) の啓発

ヰ講事務の市町村への権限移譲の推進

許 事業の現状及び課題
( 1 ) 鳥取県の生活排水処理施設の整備状況は89 . 8% (平成2 1 年度末現在)

であ り 、 1 00%を 目標に各市町村等が整備を進めている 。 家屋間距離が大きい山

間部などにおいては 、 経済的に有利となる浄化槽の整備が必要。 (平成23年度整
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億見込み : 約 1 97基)

( 2 ) 浄化槽が機能を発揮するためには 、 適正な維持管理が必要であるが、 県内の

保守点検の実施率が7 1 . 0% (平成2 1 年度実績) と低迷しており 、 適正管理指

導事務を市町村へ移譲するなど指導監督体制の見直しを図っていく必要がある 。

●担当 : 生活環境部 水 ･大気環境課 上下水道担当 電話0857‐26‐7402

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイ トより

｢浄化槽とは｣

h忙中 ://vw州.pref.toはorug｣ p4oukasou

韮 水道水源等監視指導事業

鼾 事業の 目 的
将来にわたり水道水の安全性を確保する 。

! 2 事業の内容

( 1 ) 水道施設の適正管理のため監視指導を実施。

( 2 ) 水道水質検査機関を対象に精度管理を実施。

●担当 : 生活環境部 水 ･ 大気環境課 上下水道担当 電話0857‐26÷7402

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイトよ り

｢水道｣

htm://WWW.昆ref.tottor i . l gJ虚/dd .a sp×?menu i d=20226

! 大気汚染防止対策事業

嚢 1 事業の 目 的
地域の特性を生かした景観まちづくり活動を進めていく上で不可欠なリーダーを養成する 。

! 2 事業の内容

県内の大気環境は、 光化学オキシダントを除し 、て環境基準を達成しており 、 おおむね清浄であ

るものの 、 光化学オキシダントは注意報発令レベルに近づいている

許 事業の現状及び課題
( 1 ) ばい煙調査事業

大気汚染防止法に基づきJまい煙発生施設及び揮発性有機化合物 (VOC)

排出施設等への立入検査を実施するとともに 、 その排出ガスを採取濃り定 し 、 緋
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出基準の適否を確認ヰ旨導。

( 2 ) 大気汚染物質調査事業

大気汚染防止法に基づき、 大気測定局において 、 二酸化硫黄、 一酸化炭素、

二酸化窒素、 浮遊粒子状物質、 光化学オキシダント等について連続測定を実

施。

○測定局 鳥取保健所、 栄町交差点 、 倉吉保健所、 米子保健所、 米子市役

所前

(3 ) 有害大気汚染物質モニタリング事業

大気汚染防止法に基づき、 健康リスクがある程度高いとされる ｢優先取組物質｣

のうち 1 9物質について環境中 の濃度を調査。

0調査地点 . 鳥取保健所、 栄町交差点 、 倉吉保健所、 米子保健所、 米子市

役所前

0調査頻度 : 月 1 回 ( 24時間連続採取)

●担当 : 生活環境部 水･ 大気環境課 大気担当 電話0857‐26‐7206

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイトより

｢大気汚染防止｣

h性p メノwww星ref土ottori . Ig - D/dd .asp×?menu id=204 1 5

! 石綿飛散防止対策事業

鼾 事業の 目 的

石綿(アスベスト)を使用 した建築物の解体等工事、 建築物への立入検査及び指

導等を行い、 石綿による県民への健康被害を未然に防止する 。

嚢 2 事業の内容

( 1 ) 平成1 7年6月 、 株式会社クポタが石綿による従業員の労働災害を公表し 、 そ

の後、 工場周辺の住民被害が明らかになる等 、 石綿による健康被害が大きな社

会問題となった 。

( 2 ) 石綿は 、 日 本国内で約 1 , 000万t使用され、 その大部分は建築材料に使用さ

れており 、 耐用年数を迎えた建築物の解体等が、 今後増加すると予想されてい

る 。

( 3 ) 国では 、 大気汚染防止法等関係法令の改正及び｢石綿被害救済法｣の制定

等が行われた 。

(4 ) 鳥取県では 、 石綿含有材料を使用した建築物の管理及び解体等工事による

県民への健康被害の防止を図るため 、 同年 1 0月 に ｢鳥取県石綿による健康被

害を防止するための緊急措置に関する条例｣を制定した。 また 、 不適正な解体等

工事を防止するため 、 平成20年3 月 、 同条例を改正し 、 ｢鳥取県石綿健康被害

防止条例｣ とした 。 (平成20年 1 0月 施行) 。

菱 3 事業の現状及び課題
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( T ) 建築物の適正な解体等

石綿の除去等を伴う建築物の解体等工事への立入検査を行い 、 作業基準の

遵守等を指導。

( 2 ) 建築物における石綿の適正管理

吹付け石綿が使用されている多数の者が利用する建築物への立入検査を行

い 、 適正な管理を指導。

( 3 ) 環境中濃度の調査 ･

環境大気中における石綿粉じんの飛散状況の実態を把握するため 、 調査を行

つ 。

●担当 生活環境部水 ･ 大気環境課 大気担当 電話0857‐26‐7206

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイトより

｢アスベスト対策｣

http ://WWW.pref.tottori . I g｣ p/dd .aspx?menu i d=20424

淺 騒音振動 ･ 悪臭防止対策事業

叢 1 事業の 目 的

県民の生活環境の保全、 快適環境の確保を図るため、 騒音規制法等に基づき、 常時監視を実

施するとともに 、 各規制地域 ･規制基準の見直し 、 環境基準の類型指定の検討を行う 。
　 　

菱 2 事業の内容
依然として県民からの騒音、 悪臭等に関する苦情が寄せられている 。

叢 3 事業の内容
( 1 ) 騒音防止対策

騒音規制法及び鳥取県公害防止条例の施行に関し 、 市町村を支援する 。

( 2 ) 自 動車騒音常時監視

(3 ) 航空機騒音調査

･ 鳥取空港周辺調査 (3地点 : 2回/年)

･ 美保飛行場周辺調査 (3地点 : 4回/年 、 1 地点 : 週年)

(4 ) 振動防止対策

振動規制法の事務に関し 、 市町村を支援する 。

(5 ) 悪臭防止対策

悪臭防止法の事務に関し 、 市町村を支援する 。

●担当 . 生活環境部水 ･ 大気環境課 大気担当 電話0857‐26‐7206

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイ トより

｢騒音 ･振動 ･ 悪臭の防止｣

http ://www.pref.totto rugJ p/dd ,aspx?menu i d=20425
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旧岩美鉱山 旧大宝鉱山鉱害防止事業 I

鼾 事業の 目 的

旧岩美鉱山 、 旧大宝鉱山の抗廃水処理等を実施し 、 鉱害を防止する 。

謬 2 事業の内容

( 1 ) 旧岩美鉱山の抗廃水 (銅 、 鉄等を含む酸性水) の中和処理及び処理施設の

維持管理に必要な事業を行う 。

( 2 ) 旧大宝鉱山の抗廃水処理を行う機関に対し補助を行う 。

事 事業の現状及び課題

坑廃水処理後に発生する脱水殿物について 、 リサイクルの推進を図ることで、 安定

的な処理を進める必要がある 。

●担当 : 生活環境部 水 ･ 大気環境課 大気担当 電話0857‐26‐7206

参考URL

鳥取県水 ･大気環境課のwebサイトよ り

水 ･ 大気環境課のwebサイ トから

｢水 ･ 大気環境課｣

州忙中 ://www.pref,to性ori . l g｣ p/dd .as里×?menu i d=4596

涎 農業集落排水事業 美
蓑 1 事業の 目 的

農業用水の水質保全と農村の生活環境改善を図 り 、 併せて公共用水域の水質保全に寄与す

ることを 目 的とする 。

叢 2 事業の内容

( 1 ) 汚水処理施設の整備

(2 ) 管路施設の整備 など

許 事業の現状及び課題

( 1 ) 農業集落排水施設は、 農村総合整備事業や農業集落排水事業などにより 、 昭

和57年度に湯梨浜町、 日 吉津村で着手し、 平成23年度までに 1 8市町村で実施さ

れている 。

( 2 ) 鳥取県の汚水処理施設普及状況は、 平成2 1 年度末で89 . 8%となっており 、 全

国平均の85 . 7 %を上回っている 。

(3 ) 今後も 、 着実に普及率の向上を図って行く必要がある 。

●担当 : 生活環境部 水 ･大気環境課 上下水道担当 電話0857‐26‐740 1

参考URL

鳥取県水 ･大気環境課のwebサイトより
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水 ･ 大気環境課のwebサイ トから

｢集落排水｣

http ://WMW.pref.tottori . l g｣ p/dd .asp×?menu i d二3453 7

蓑 土壌汚染防止対策事業

錢 1 事業の 目 的

特定有害物質による土壌汚染の状況を把握するための措置等を行い 、 土壌汚染

対策を図ることにより 、 県民の健康を保護する 。

彰 2 事業の内容

( 1 ) 土壌調査に関する指導

( 2 ) 汚染してし 、る土地の管理に関する指導

(3 ) 汚染土壌の適正処理に関する指導

(4) 地下水質調査の実施

許 事業の現状及び課題

( 1 ) 土壌汚染対策法に基づく県内 (鳥取市内を除く 。 ) の要措置区域及び形質変更

時要届出区域の指定はない(平成22年度末現在) 。

( 2 ) 土壌汚染対策法に基づく県内 (鳥取市内を除く 。 ) の汚染土壌処理案の許可は

ない (平成22年度末現在) 。

●担当 : 生活環境部 水 ･大気環境課 水環境保全室 電話0857‐26‐7 1 97

参考URL

水 ･ 大気環境課のwebサイ トよ り

｢水 ･ 大気環境課｣

対比p ://www壘ref.to性orugJp/dd .aspx?me nu i d=45 96

鬆 企業立地事業環境整備補助金

箋 1 事業の 目 的

県営工業団地への企業立地促進と工業用水の利用促進を図るとともに 、 工場排水に伴う周辺

水環境や農林水産業への影響を防止する 。

I 2 事業の内容

(適用対象)

企業立地等事業助成条例における補助基準を満たすとともに以下のいずれかの

条件を満たした企業で、 排水処理施設の整備に 1 億円以上の投資を行う企業

(要件)

･ 県営工業団地に立地を行う企業

･ 県営工業用水道から 1 , 00om2/ 日 以上給水を受ける企業

･その他県内経済の活性化に著しく寄与するもので、 次の要件をすべて満たす事

業を行う企業
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( 1 ) ｢鳥取県経済成長戦略｣ の ｢戦略的推進分野｣ に関連する事業を行うこと

(2)投下固定資産額が30億円以上であること

(3)企業立地等事業補助金における新規常用雇用者が30人以上であること

(補助額)

当該設備にかかる投下固定資産額の 1 /2 (限度額2億円 )

(補助対象期間 )

平成2 1 年度~平成25年度

※水質処理施設の定義

水質汚濁防止法及び水質汚濁防止法第3条第3項の規定基づく排水基準

を定める条例を遵守した排水処理を行うための設備

事 事業の現状及び課題

･ 県営工業団地の分譲が思うように進んでいない 。

<竹内工業団地>

･ 昭和6 1 年度から分譲

･分譲率 (平成22年度末) 65 . 5%

<崎津工業団地>

･ 平成 1 0年度に用地取得して以来未分譲のまま

･ 要件を満たす案件がほとんどないが、 平成23年度に排水処理施設整備を伴う事

業が開始される予定 。

･ 近年 、 技術の進歩に伴い 、 工業用水道を大量に使用する製造業は少なくなって

きた 。 このため 、 本事業で排水処理施設の整備を促進するにしても適用範囲外の

ことも多 く 、 制度の効用が少なし 、 と考えている 。 今後 、 県内経済、 企業立地動向

を勘案しながら制度の見直しを行っていく必要がある 。

●担当 : 商工労働部 産業振興総室企業立地推進室 電話0857‐26‐7566

参考URL

鳥取県産業振興総室のwebサイ トよ り

htbp ://WM憎.pref.tottori . lg｣p/dd .a sp×?menu id=99323

叢 排水処理におけるホウ素除去メカニズムの解明 と新規排水処理技術の開発

! 1 事業の 目 的

ホウ素は、 水質汚濁防止法により排水基準が規定されている 。 しかし 、 従来技術では 、 排水処

理が難しく 、 高コストになる等の課題がある 。

そこで、 排水処理施設におけるホウ素の挙動及び除去のメカニズムの解明を進め 、 新規のホウ

素処理技術を確立する 。 また 、 ホウ素の回収、 リサイクルを含めた技術的な検討を進めることで、

排水からのホウ素の除去及び資源化の促進に資する。

菱 2 事業の内容

排水処理におけるホウ素除去メカニズムの解明と新規ホウ素処理技術の開発を行う 。

( 1 ) 吸着法等による新規の排水処理技術の確立

( 2 ) 排水処理施設におけるホウ素の挙動、 除去メカニズムの解明

(3 ) 解明された除去メカニズムを活用したホウ素処理術の確立

I 3 事業の現状及び課題
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各種吸着材によるホウ素吸着能を分析し 、 リン酸カルシウム系化合物に、 比較的高い吸着能が

あることが見いだされた 。 吸着能の一層の向上を 目 指し、 合成条件の検討を進める 。

●担当 : 生活環境部 衛生環境研究所 リサイクルチーム 電話 0858‐35‐54 1 6

参考URL

鳥取県衛生環境研究所のwebサイトよ り

http ://WMAMPref工ottor i . IgJ陰/dd -asPX?nnenu i d=3565

艇性雨調査事業 i

霧 1 事業の 目 的

酸性雨は、 土壌や湖沼の酸性化を引き起こし 、 森林の衰退や水生生物の死滅等を引き起こす

など地球的規模で問題となっているため 、 県内の酸性雨の実態を把握し 、 被害の未然防止に資

する 。

菱 2 事業の内容

( 1 ) 東アジア地域の経済発展に伴い 、 広域的な酸性雨の被害が懸念されている 。

( 2 ) 県内でも降雨の酸性化が見られるが、 明確な被害は確認されていない 。

箋 3 事業の現状及び課題

( 1 ) 酸性雨モニタリング

県内の酸性雨の実態を把握するため 、 湿性沈着、 乾性沈着について調査を実施。

･調査地点 : 氷ノ山 (若桜町) 、 衛生環境研究所 (湯梨浜町)

( 2 ) 酸性雨長期モニタリング (土壌 ･植生) 調査

長期的な観点から 、 酸性雨沈着が土壌 ･植生へ与える影響を把握するためのモニタ

リング調査を実施。 (環境省委託事業)

･調査地点 : 大山地内

･ 平成23年度調査内容 : 樹木衰退度調査

●担当 生活環境部 水 ･大気環境課 大気担当 電話0857÷26‐7206

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイトより

http ://Wv帆N.pref.tottori . l g｣p/dd .a s主IQ ×?menu i d=4596

菱 黄砂と微小粒子状物質の実態把握に関する調査研究

! 1 事業の 目 的

( 1 ) 県民の黄砂に対する予防行動の啓発

(2 ) 微小粒子状物質による健康影響把握のために活用

(3 ) 黄砂粉じん中の微生物の有無とその特定による健康影響の解明に繋がる新たな

知見の取得

(4 ) 北東アジア地方政府サミット等における他国との情報交換
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字 事業の内容

( 1 ) 県内3地点 (東部 、 中部 、 西部) における化学成分濃度 (金属 、 イオン成分) の実

態調査

(2 ) 喘息症状の悪化要因となるエンドトキシン 、 アクロ レイン及び発がん性物質である

多環芳香族の実態調査

(3 ) 真菌 、 花粉アレルゲンの実態調査

事 事業の現状及び課題

広域的な黄砂飛来実態把握については、 化学成分の分析をほぼ達成し、 微生物については

調査方法を確定した 。 黄砂観測 日 には微小粒子状物質濃度の上昇を確認した。 人の健康影響に

ついても、 重金属類関与の可能性が示唆されており 、 引き続き鳥取大学と連携して健康影響の解

明に取り組む。

●担当 : 生活環境部 衛生環境研究所 大気 ･地球環境室 電話0858‐35‐541 4

参考URL

鳥取県衛生環境研究所のwebサイトよ り

｢地球環境と地域影響に関する調査研究 ｣

h忙中://www.pref.to忙orug｣ p/dd .aspx?menu i d= 1 44 l 7 1

韮 持続可能な地下水利用検討事業

封 事業の 目 的

大山南西麓、 鳥取平野における地下水の貯留量や水収支の現状、 地下水の流動機構の把握

を行い、 持続可能な地下水利用のあ り方を検討する 。

! 2 事業の内容

( 1 ) 制度検討

平成22年度中に共同研究で得られた知見を基に｢制度検討会｣で 、 地下水利

用に係る規制等の必要性やあり方を検討し、 方針を決定する 。

( 2 ) 大山南西麓の継続監視調査

大山南西麓の観測機器 (河川流量、 降水量、 地下水位、 融雪水量) のデータ

は 、 2年分しかなく 、 気象条件の変化にどう変化するか十分な情報が得られていな

い 。 今後、 現在の観測地点での継続監視をしてし 、きながら 、 必要に応じて地点の見

直しをする 。

(3 ) 鳥取平野の塩水化

今回の調査研究で、 塩水化の現況と原因を推定できたが、 今後の推移を継続監

視する必要がある 。 また 、 地下水位の状況については 、 観測機関の協力を得ながら

データを収集する 。

叢 3 事業の現状及び課題

<鳥取平野>

0鳥取平野には 、 少なくとも3層の地下水が存在する 。 そのうち 1 層の不圧地下水

は 、 長期的に水位変動がなく 、 良好な状況である 。 一方 、 2層ある 被圧地下
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水は、 平均海水面の高さ以上にまで水位が回復している状況であ り 、 現状では枯

渇のおそれはない 。

0鳥取平野の地盤沈下は沈静化しているが、 平野の北東部で被圧地下水の塩

水化が観測されている 。 これは 、 深部地下水の影響であると考えら れるが、 現

在 、 塩分濃度の上昇は収まっている 。 ･

0持続可能な地下水の利用に向けて 、 地下水利用の現状を把握し 、 塩水化の

推移について監視していく必要がある 。

<大山南西麓>

○大山南西麓の表層は、 火山性堆積物で覆われ 、 浸透性が高い 。 このため 、 雨

や雪などの降水量の T O~ 20パーセントが深層地下水に供給されている 。

0年間降水量を2 , 300ミリ メートルとすると概算で深層地下水の全量は、 4 , 40

0万万立方メートルあると推測され 、 豊富な水量がある 。

0持続可能な地下水の利用に向けて 、 地下水利用の現状を把握する必要があ

り 、 また 、 潅濶用水の実態や河川流量を含めて常時監視していく必要がある 。

●担当 : 生活環境部水 ･大気環境課 水環境保全室 電話0857‐26‐7 1 97

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイ トより .

http : //WMM.pref.tottori . l g｣ p/d d .a spx?menu i d"45 96

朝m叱次のページ

　　　　　　　
の間 を報告
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礬ね開い會餐せ 橇 隣 い 滋 基せイ ト々撃ヴ

. 安全で安心してくらせる生活環境の実現

4. 1 大気 ･水 ･ 土壌環境の保全と地下水の気

正適正管理

護 鳥取県内の地下水 ･ 湧水の水質とその形成 ･ 循環に関する研究

鬘 事業の 目 的

豊富で良好な水質とされる鳥取県内の地下水 ･ 湧水について、 水質を把握 ･ 評価するとともに、 水循環と水質

の形成過程に着 目 し 、 その年齢や涵 養域、 水質と周辺の自然環境 (土壌 ･地質、 植生) との関係に関する知

見を得て情報提供し、 鳥取県の地下水 ･ 湧水や周辺の 自然環境の保全と 、 持 続可能で賢明な利用に繋げ

る 。

箋 2 事業の内容

( 1 ) 地下水 ･ 湧水の年代や涵養域の推定 ( H22~ 23年度 )

名水等県内の代表的な地下水 ･ 湧水の年齢 (年代) や涵養域を推定し、 これらがどこからどれく

らいの時間を経てやってきてし 、るのかを示し 、 涵養域の保全や地下水 ･ 湧水が｢長い年月 を経て

得られる大切な資源｣ としての認識に繋げる 。

ア 年齢 (滞留時間 ) の推定

イ 涵養域の推定

( 2 ) 地下水 ･ 湧水の涵養域~湧出域にかけての 自然環境 (土壌 ･ 地質、 植生 ) と水質との関係の

把握 ( H2 2~ 24年度) 。

降水や河川水等の地表水が土壌 ･地質や植生に接触 ･ 浸透する過程や 、 地中での存在環境に

よって地下水 ･ 湧水の水質が形成 されることに着 目 し 、 大山周辺地域の地下水 ･ 湧水 (特に名

水) の涵養域~湧出域にかけての土壌 ･地質 、 植生を把握し、 水質 との関係等を捉えて示し、 周

辺の 自然環境、 特に涵養域の保全に繋げる 。

韮 3 事業の現状及び課題

国 ･ 県により名水指定された県内9箇所の湧水のおおよその年齢 (全て30年未満) 、 及び大山周

辺の5箇所の涵養域 (方向 ･ 平均標高) が判った 。 また 、 県西部地域を中心に代表的な地下水 ･ 湧

水の水質調査 (主要溶存イオン等) 及び評価 (タイプ分け 、 おいしさ指標等による評価) を実施し

た 。 今後は詳細な年齢 ( 1 年刻み) の推定や 、 水質と周辺環境 (地質 ･植生等) との関連性の把握

等を実施する 。

●担当 : 生活環境部 衛生環境研究所 水環境対策チーム 電話0858‐35‐541 7

参考URL

鳥取県衛生環境研究所のwebサイ トよ り

h社中://www.pref.to性ori . I g｣ p/dd .aspx?menu id=35 65

蓑 鶏舎悪臭防止特別対策事業
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簇 1 事業の 目 的

養鶏場の鶏舎内から発生する鶏の臭い ( けもの臭) 等の悪臭の発散を防止する施設に対して助

成し 、 臭気対策の新しい取 り組みを推進することを 目 的とする 。

鬚 2 事業の内容

鳥取市賀霧にある養鶏場から発生するけもの臭等の悪臭の発散を防止するため 、 鶏舎排気口

に細霧脱臭装置を設置するとともに、 臭いが付着した粉じん等を捕捉させるためのネッ トを鶏舎間

に設置する事業に対して 、 補助する鳥取市に対して助成する 。

補助事業の内容 補助率等

養鶏場から発散するけもの臭等の発散防止施

設に対する助成

･ 鶏舎排気口への紬霧装置の設置

･鶏舎間に粉じん等捕捉用ネットを設置

･ その他附帯施設の設置

県 1 /4以内 (予算額9 , 7

68千円 )

鳥取市 1 /4以内

菱 3 事業の現状及び課題

･ 当該養鶏場は、 平成20年度悪臭防止特別対策事業により鶏糞発酵施設から発

生する悪臭の脱臭施設整備に対して 、 県と鳥取市から助成を受け施設整備。 鶏

糞発酵施設からの悪臭問題はほぼ改善。

･ 鶏糞発酵施設の臭気対策後、 鶏舎から発生する鶏 自体の臭い くけもの臭) 等の

臭気に対して 、 周辺住民から苦情が寄せられている 。

･ 畜舎内から発生する臭気の脱臭施設については 、 実用化されている施設は全国

的にもほとんどない 。

(課題)

･ 鶏舎から発生する臭気をできるだけ周辺環境に発散しない対策が必要。

く鶏舎悪臭発散防止施設イメージ図)

　　

鶏舎

現状 ⑱*◆
◎“~

⑳ o~

対策後

　　

\き

　　　

　 　 　　

疵窟

　　　 　

　　 　　　 　　
“□ @珍

　　 　　　

＼ { 〉 は〆
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●担当 : 農林水産部 畜産課 衛生環境担当 電話0857‐26‐7286

参考URL

鳥取県畜産課のwebサイトよ り

h壮p ://www.pref.toはori . I g｣p/dd .asp×?menu id二3685

叢 光触媒技術等を活用 した畜舎脱臭及び汚水処理試験

莪 1 事業の 目 的

畜舎から発生する悪臭の除去及び簡易汚水処理施設から排出される処理水中のCOD (化学的

酸素要求量) 、 色度を低減させるため 、 光触媒等 を活用 した脱臭技術及び汚水処理技術を開

発する 。

! 2 事業の内容
( 1 ) 畜舎脱臭

ア 紫外線が効率的に当たり 、 臭気との接触面積が多くなるような光触媒の担持 ･

配置方法の検討 (実験室)

イ 実規模の前段となる小型光触脱臭装置の製作と脱臭能力調査 (現地)

( 2 ) 汚水処理

ア 紫外線が効率的に当たり 、 汚水との接触面積が多くなるような光触媒の担持 ･

配置方法の検討 (実験室)

イ 現地実証試験 (現地)

嚢 3 事業の現状及び課題

畜産経営から発生する悪臭及び汚水について 、 これまで生物膜を利用した簡易処理方法につ

し 、て研究を行い、 県内において実地事例として普及してし 、る 。 しかし 、 臭気においては脱臭能力

の一層の高度化が要望されており 、 また 、 汚水においては除去されにくいCOD 、 色度の低減が課

題となっている 。

●担当 : 農林水産部 農林総合研究所中小家畜試験場 電話0859‐66‐4 1 2 1

参考URL

鳥取県農林総合研究所中小家畜試験場のwebサイトより

http ://M内M.pref.tottori . 1gJ p/dd .asp×?menu i d三430 1 3

箋 Iso 1 7 0 2 5認定維持及び精度管理事業

瀞 事業の 目 的

( 1 ) 試験検査の信頼性を向上させるため 、 平成 1 8年3月に取得した試験所認定

の国際標準規格である ｢ISO/IEC1 7 02 5 ｣ の維持を継続し 、 行政検査におけ

る信頼性の向上を図る 。

( 2 ) 県内に所在する検査機関の技術向上と検査結果の精度確保を図る 。

彬 事業の内容

( 1 ) ISO 1 7 02 5認定維持
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平成 1 8年3 月 に取得した試験所認定の国際規格]SO 1 7 02 5の維持を継続

し 、 検査体制の維持及び検査精度の向上を図る 。

( 2 ) 精度管理事業

県が行政検査を委託する民間の検査機関の技術レベルの確保と検査精度の

向上を図る 。

培ってきた技術、 ノウハウ等を県内試験検査機関に還元し 、 県内試験検査機

関の技術向上と検査結果の精度確保を図る 。

塾 事業の現状及び課題
ISO/IEC 1 7 02 5規格認定を維持することによ り 、 検査精度の維持 ･ 向上を図っ

てお り 、 培ってきた技術、 ノウハウ等を県内試験検査機関に精度管理事業等を通じて

還元している 。

●担当 : 生活環境部 衛生環境研究所 企画調整室 電請0858‐35‐54=

参考URL

鳥取県衛生環境研究所のwebサイ トよ り

｢衛生環境研究所｣

h仕p ://www.pref.to挟ori . l gJ p/dd .aspx?menu i d二3565

前のページ日

クセ!調語りティ
の問題を報告
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崗獺線･合わせ 籟寝 しな 寿 章 サイ ト々皺ヴ

. 安全で安心してくらせる生活環境の適正管理

4 . 2 環境汚染化学物質の適正管理

l 環境汚染化学物質対策事業

鼾 事業の 目 的

化学物質による環境汚染、 生態系への影響を防止するため 、 一般環境中における環境汚染化

学物質 (ダイオキシン類、 環境ホルモン等) について実態を把握する 。

また 、 ダイオキシン類発生源施設の適正管理指導等を行い、 排出抑制対策等を進める 。

! 2 事業の内容

( 1 ) 近年 、 身の回 りで、 数多くの化学物質が使用されており 、 化学物質による環境

汚染、 さらには 、 人体 、 生態系への悪影響が懸念され、 県民の関心が高まってい

る 。

( 2 ) 特に 、 廃棄物焼却場等からのダイオキシン類による環境汚染問題を契機に、 平

成 1 1 年に ｢ダイオキシン類対策特別措置法｣ が制定されるなど 、 低濃度の化学物

質による生態系への悪影響、 いわゆる内分泌かく乱化学物質 (環境ホルモン) が

問題となっている 。

! 3 事業の現状及び課題

( 1 ) ダイオキシン類対策事業

0常時監視

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき 、 一般環境中のダイオキシン類濃度

調査を実施。

･調査地点 : 大気4地点 、 水質 ･ 底質 1 7地点 、 地下水6地点 、 土壌1 5地点

0特定施設の立入検査

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、 特定施設へ立ち入り 、 構造 ･ 管理

状況等を確認 ･ 指導を行う 。 また 、 立入検査の一環として 、 排出ガス ･ 排出水中

のダイオキシン類濃度の測定を行い 、 排出基準の適否を確認指導。

･検査件数 : 排出ガス1 7施設、 排出水2施設

(2 ) 環境ホルモン濃度調査事業

内分泌かく乱作用が疑われる物質 (環境ホルモン) について 、 県内の水域 (河

川 ･ 湖沼 ･ 海域) 中の濃度調査を実施し、 汚染実態を把握。

平成23年度より 2年に 1 回の測定のため 、 次回調査は平成24年度を予定。

( 3 ) 化学物質環境実態調査事業

一般環境中における化学物質の残留状況を把握するため 、 中海のスズキ中 に

含まれる農薬等について調査を実施。 (環境省委託事業)

●担当 生活環境部 水 ･大気環境課 大気担当 電話0857‐26‐7206
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参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課webサイ トよ り

｢ダイオキシン｣

http ://www.pref,to性orug｣p/dd .aspx?menu id=20423

｢環境ホルモン｣

h舷p ://www.pref.to忙ori . Ig｣ p/dd .as臣×?menu i d=20426

錢 化学物質管理促進事業

! 1 事業の 目 的

県内で使用される化学物質の環境への排出量、 移動量を把握し、 とりまとめて公表 (情報提

供) することで 、 事業者による 自 主的な化学物質の管理の改善を促進し環境の保全を図る 。

また 、 事業者 ･行政 ･ 県民等が、 化学物質に関する情報を共有し、 化学物質の環境リスクの削減

を 目 指す。

薫 2 事業の内容
( 1 ) 届 出書の受理

PRTR法による事業者からの届出書を受理し、 国へ送付。

末届け事業者等に届出を促す等 、 県内の化学物質の使用実態の把握に努める 。

( 2 ) 集計結果の公表

国が集計 ･ 公表したデータを活用 して 、 県内のニーズに応じた集計 ･公表に努め 、 県民の化学物

質に対する理解を促進。

! 3 事業の現状及び課題

( 1 ) 近年 、 身の回 りでは、 数多くの化学物質が使用されており 、 化学物質による環境汚染、 さらに

は 、 人体 、 生態系への悪影響が懸念され 、 県民の関心が高まっている 。

( 2 ) 平成 1 1 年7 月 には ｢特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関

する法律｣ ( PRTR法) が制定され、 特定化学物質を使用する一定の要件に該当する事業者は、

毎年度 、 環境への排出量や廃棄物に含まれての移動量を把握して国へ届け出ることとされた 。

※ PRTR法施行令の一部を改正する法令が平成20年刊 月 2 1 日 付けで公布さ

れ、 届出対象物質等が変更された 。 (平成2 1 年 1 0月 1 日 一部施行)

また 、 国は届け出 られたデータの集計を行うとともに 、 届出対象以外の排出量の推

計及び集計を行い公表することとされている 。

●担当 : 生活環境部 水 ･大気環境課 大気担当 電話0857‐26‐7206

参考URL

鳥取県水 ･ 大気環境課のwebサイ ドよ り

｢ PRTR｣

http ://WWM.pref.tottori . I g｣ p/dd .aspx?menu i d=20422

‐ 9 3 ‐





謡癖鰯巍戟 畿鰍酋ねせ 鱸 い 方 茎磐 トきプ

4 . 安全で安心してくらせる生活環境の実現

4 . 3 環境影響評価の推進

艇境影響評価制度 l
淺 1 事業の 目 的
環境影響評価制度は、 大規模な開発事業について、 事業の実施が周辺の環境にどのような影

響を与えるか 、 あらかじめ調査 ･ 予測 ･評価することにより 、 環境の悪化を未然に防止し 、 持続可

能な社会を構築するための制度。

本制度の適正な実施を確保する r環境影響評価法｣及び｢鳥取県環境影響評価条例｣ に基づき

適正な運用を図る 。

乾 事業の内容

大規模開発事業の実施に伴い 、 事業者が行う ｢環境影響評価｣ に対し 、 環境影響評価法及び鳥

取県環境影響評価条例に基づき 、 適切な指導 ･ 助言の実施

( 1 ) 鳥取県環境影響評価審査会の開催

. 方法書 、 準備書 、 評価書に対する知事意見を述べる際、 ｢鳥取県環境影響評価審査会｣を開

催し、 専門家の意見を聴取

. 方法書、 準備書等の手続割こついて 、 各2回鳥取県環境影響評価審査会の開催を予定

(2 ) 例対象事業の審査 ･ 検討

! 3 事業の現状及び課題
現在、 東部広域行政管理組合が｢可燃物処理施設整備事業 (仮称) に係る環境影響評価方法

書｣ に基づき、 環境影響調査を実施しているところ 。

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7876

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トより

｢環境影響評価に関すること｣

m比唖://WWW.pref.to杜ori . lgjp/dd .aspx?menu i d二 1 7 854

袋 公害苦情相談窓 □ の設置

! 1 事業の 目 的

身近な公害問題で県民が困ったときのため苦情相談窓 口を設置し 、 相談の受付その処理にあ

たることで、 安全 ･安心に暮らせる生活環境の実現に資する 。
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事業の内容

公害苦情相談窓 口を設置し 、 苦情者から相談を受付、 その処理にあたる (各市町村、 東 ･ 中 ･ 西

こ 日 野総 合事務所福祉保健局 )

事業の現状及び課題

平成2 1 年度 公害苦情相談件数 366件

担当 : 生活環境部 環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7876

考URL

｢苦情相談窓 口 の設置｣

h壮p ://www.pref.to牡ori . lgJp/dd .asp×?menu i d= 1 7 889

事業の 目 的

県内で発生した公害紛争について 、 あっせん、 調停及び仲裁を行い、 その迅速かつ適正な解決

事業の内容

) 公害審査委員候補者の委嘱

) あっせん ･調停中峨を行う公害審査会の設置

事業の現状及び課題

( 1 ) 公害に係る紛争について 、 迅速かつ適正な解決を図ることを 目 的として 、 公害紛

争処理法により設けられた 、 あっせん ･ 調停 ･仲裁等を行うための制度であり 、 本県で

は 、 法律分野 ･ 公衆衛生医療分野 ･産業技術分野等の専門家からなる公害審査委

員候補者を 1 0名委嘱してし 、る 。

( 2 ) 公害 トラブルの対立が激しいときや公害を発生させている人がなかなか対策をとっ

てくれない時の対応に当たり 、 申請に応じて 、 あっせん ･調停 ･仲裁を行う公害審査会

を設置し 、 公害紛争の解決を図っている 。

生活環境部 環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7876

者URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイトより

｢公害紛争処理制度｣

hはp ://www.pref.to十比orug｣ p/dd .asp×?menu i d= 1 7 889

　 　　　　　　
霞問題を報告
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磨癒鰓覊* 鬘黎惣饑せ 聴 い 方 垂嘴 トマップ

4 . 安全で安心してくらせる生活環境の実現

4 . 4 北東アジア地域と連携した環境保全の

推進

護 北東アジア環境保護機関実務者協議会参加事業

淺 1 事業の 目 的

平成1 9年 1 0月 3 1 日 に鳥取県で開催された第 1 2回北東アジア地域国際交流 ･協力地方政府サミ

ットで合意した ｢環境交流宣言｣を実効あるものにするため 、 サミット参加地域 (韓国江原道、中国

吉林省 、 ロシア沿海地方、 モンゴル中央県 、 鳥取県) が連携し 、 地球環境の保全に貢献する 。

● ｢環境交流宣言｣の概要

1 環境問題は、 サミット参加地域の持続的発展を考える上で極めて重要であると

ともに 、 地球規模での対応が必要であることを認識し、 各地域が連携して地球

温暖化防止など環境問題の解決に率先して取り組んでいきます。

2各地域が連携して 、 子どもたちの環境教育の一層の推進を図っていきます 。

3次の共通課題に対応するための協議組織を構成して情報交換や広報のあり方

等について検討することとし、 各地域はこれに積極的に参加するとともに 、 各国中

央政府に対しても協力を呼びかけていきます。

･砂漠化の防止及び黄砂による各種影響の軽減

･ラムサール条約登録湿地等水域の環境保全と賢明利用

･ 渡り鳥など広域的な生態系の保全

･海洋生物資源の適切な保護、 海の砂漠化の防止に向けた国際協力の強化

影 事業の内容

各地域の環境情報を共有し 、 共同 して各種調査や研究に関するネットワークを構築する 。

! 3 事業の現状及び課題

･ 平成22年5月 、 第 1 5 回地方政府サミットに併せて 、 第2回環境保護機関実務者

協議会が開催され 、 各国の廃棄物 ･ 海洋ゴミに対する環境施策等について意見交

換が行われた 。 またサミット共同宣言に淡水の保全、 海洋ゴミ減少対策等の情報

共有と共同で対処する施策への積極的な協力が盛り込まれた 。

･ 平成23年度は 、 ｢水域の環境保全｣をテーマに意見交換等を行う予定 。

●担当 : 生活環境部 環境立県推進課 環境立県戦略担当 電話0857‐26‐7876

参考URL

鳥取県環境立県推進課のwebサイ トより

｢国際的な連携｣
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h忙p ://www.pref.to忙ori . lg｣皀/dd 。asP×?menu i d± l 7 853

籤 第7 回鳥取県 ･ 江原道環境衛生学会

財 事業の 目 的

平成1 3年8 月 に締結した ｢鳥取県と江原道との環境分野における学術交流に関する覚書｣ に基

づき、 鳥取県衛生環境研究所及び江原道保健環境研究所の研究員並びに環境衛生分野の関係

者が一堂に会して 、 両地域の環境衛生分野の調査研究について発表、 討議し 、 その成果を両地

域の学術交流の推進と施策へ反映させる 。

影 事業の内容
･ 開催月 平成23年 1 0月 26 日 (水 )

･ 場 所 : 衛生環境研究所

･ 参加者 : 約 1 00名 を予定

･ 基調講演

調査研究発表

環境分野 鳥取県 、 江原道が1 題ずつ

衛生分野 鳥取県 、 江原道が1 題ずつ

･ 総合討論、 学会まとめ

共同研究に係る協議各地域の環境情報を共有し、 共同 して各種調査や研究に関するネットワ

ークを構築する 。

箋 3 事業の現状及び課題

平成1 3年に第 1 回の学会を開催し、 これまでに計6回の学会を開催した。 鳥取県と江原道で交

互に開催し 、 学術交流を深めている 。

●担当 : 生活環境部 衛生環境研究所 企画調整室 電話0858‐35‐54日

参者URL

鳥取県衛生環境研究所のwebサイトよ り

｢鳥取県衛生環境研究所｣

h性望://www.pref.to性ori . -割-旦/dd .aspx?menu id=35 65

クセシ詩野平ィ
の問題蛙報告
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